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1 年金数理部会セミナー2008 次第  

日 時   

会 場   

主 催   

テーマ  

平成20年7月31日（木）13：00～16：40  

東京厚生年金会館 地下1階「ロイヤルホール」  

社会保障審議会 年金数理部会  

北米にみる年金制度の安定性  

－ ベビーブーマーの受給開始と年金財政－  

次 第   

13：00  開会の挨拶 山崎 泰彦 社会保障審議会年金数理部会長  

13：05－14：55・基調講演  

坂本 純一（株）野村総合研究所 主席研究員  

（休憩14：55－15：10）  

15：10－16：30ト パネルディスカッション  

座  長  宮武 剛  

パネリスト  山崎 泰彦  

牛丸 聡  

栗林 世  

近藤 師昭  

坂本 純一  

年金数理部会委員  

年金数理部会長  

年金数理部会委員  

年金数理部会委員  

年金数理部会委員  

（株）野村総合研究所 主席研究員  

武
 
 

宮
 
 
 

め
 
 
 

と
 
 
 

ま
 
 

年金数理部会委員   16：30  
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2 講師・パネリスト紹介  

山崎 泰彦（やまさき やすひこ）   
神奈川県立保健福祉大学保健福祉学部教授、社会保障審議会委員（年金数理部会長）  

横浜市立大学商学部卒業／社会保障研究所研究員／上智大学文学部教授／神奈川県立保健福祉  

大学保健福祉学部教授  

坂本 純一（さかもと じゆんいち）  
（株）野村総合研究所金融ITイノベーションセンター主席研究員、（社）日本アクチ   

ュアリー会正会員、年金数理人  

東京大学理学部卒業／東京大学大学院理学系研究科修士課程修了／厚生省入省／厚生労働省年  

金局数理課長／（株）野村総合研究所金融ITイノベーションセンター主席研究員  

宮武 剛（みやたけ たけし）   
目白大学大学院生涯福祉研究科・人間学部子ども学科教授、社会保障審議会年金数理   

部会委員、同年金部会委員、財政制度等審議会・国家公務員共済組合分科会長、社会   
保険事業運営評議会・座長  

早稲田大学第一政治経済学部卒業／毎日新聞社入社／論説室・論説委員／東京本社・科学部長兼   

論説委員／論説副委員長／埼玉県立大学保健医療福祉学部教授／目白大学大学院生涯福祉研究  

科・人間学部子ども学科教授  

牛丸 聡（うしまる さとし）   
早稲田大学政治経済学術院教授、社会保障審議会年金数理部会委員、中央社会保険医   

療協議会委員、博士（経済学）  

早稲田大学政治経済学部卒業／東京大学経済学部卒業／東京大学大学院経済学研究科博士課程   

修了／青山学院大学経済学部専任講師／同助教授／同教授／早稲田大学政治経済学術院教授  

栗林 世（くりばやし せい）   
元中央大学経済学部教授、社会保障審議会年金数理部会委員  

信州大学教育学部数学科卒業／経済企画庁入庁／経済企画庁物価局長／中央大学経済学部教授／   

連合総合生活開発研究所所長（平成15年9月まで）  

近藤 師昭（こんどう のりあき）   
日本年金数理人会相談役、社会保障審議会年金数理部会委員、（社）日本アクチュアリ   

」会正会員、年金数理人  

埼玉大学文理学部卒業／三井生命保険相互会社入社／三井生命保険相互会社常務取締役／日本  
年金数理人会会長／三井生命保険相互会社顧問／日本年金数理入会相談役／東京理科大学大学  
院講師（平成19年3月まで）  
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3 基調講演資料  

（株）野村総合研究所 主席研究員  坂本 純一   

北米にみる年金制度の安定性  

－ベビーブーマーの受給開始と年金財政－  
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北米にみる年金制度の安定性  
－ベビーブーマーの受給開始と年金財政一  

年金数理部会セミナー2008  

はじめに  
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問題意識  

●年金制度の安定性  
（（注）「平成16年財政再計算に基づく公的年金制度の財政検証」（平成18年1月）年金数理部会38ページ）   

－保険料水準固定方式の場合  

給付水準が急激に引き下げられるおそれや、老後の基本的部  

分を支えられなくなるおそれのないこと   

一給付先決め方式の場合  

保険料率が急激に引き上げられるおそれや、負担が過大なも  

のとなるおそれのないこと  

●アメリカとカナダは「安定性」について対照的   
一両者ともにベビーブーマーが引退を開始する   

一制度の特色を調べ今後のわが国の制度運営への示唆を考える  

日本、カナダ、アメリカの  
期間合計特殊出生率の実績推移  

年   日本   カナダ   アメリカ   

1950」955   2．75   3，65   3，45   

1955－1960   2．08   3．88   3．71   

1960－1965   2．02   3．68   3．31   

1965－1970   2．00   2－61   2．55   

1970－1975   2．07   l．98   2．02   

1975－19gO   1．81   l．73   1．79   

1980二19§5   l．7（1   l．63   1．亀3   

1985－1990   1．6（i   1．62   1，92   

1990－1995   1．49   1．69   2．03   

1995－2000 1．39   1．5（i   1．99   

2000－2005   1．29   1．52   2．04   

（資料）UNWorIdPopuIationProspects：The2006RevisionPopulationDatabase  

（参考）アメリカは2007年の年間出生数が史上最高（4，315千人）を記録（ヒスパニック系が特に増加）  
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日本、カナダ、アメリカの  
平均寿命の実績推移  

男女平均  男子  女子  

年  日本  カナダ  アメリカ  日本  カナダ  アメリカ  日本  カナダ  アメリカ   
1950－1955  63．9  69．1   6S．9  61．6  66．S  66．l   65．5  71．7  72．0   

1955－1960  6（i，8  70．6  69．7  64．3  6了．7   66．6  68，邑  73．3  72．9   

1960－19（；5  69．0   71．4  70．0   66．7  6g．5   66．8   71．7  74．6  73．5   

19（i5－1970  7l．1  72．0   70．4  6亀．g  69．0   66．冨  74．l   75．7  74．1   

1970－1975  73．3   73．2   7l．5  70．6  69．6  67．8   75．9  7（i．7  75．4   

1975－19SO  75．5  74．2  73．3  72．7  70．B  69．5  7S．0   7S．2  77．2   

19gO－1985  7（i，9  75．9  74．1   74．2  72．5   70．g   79．7  79．5  77．9   

19g5－1990  7g．3  77．0   74，7  75．5  7ユ．7  了1．5   gl．う   80．3   78．4   

1990－1995  79，5   77．9  75．3   76．2  74．8   72．2   g2．4  81．0   78．9   

1995－2000  80．5  7S．7  76．5  77．l   75，9  73．6   §3．8  81．4  79．3   

2000－2005  ＆1．9  79．8   77．4  78．3   77．3   74．7   85．2   82．3  80．0   

（資料）UNWorldPopulationProspects二The2006RevisionPopulationDatabase  

日本、カナダ、アメリカの  
65歳以上人口割合の実績と見通し  

（資料）UNWorIdPopu［ationProspects：The2006RevisionPopubtionDatabase  
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日本、カナダ、アメリカの  
国際人口移動（入国超過数）の状況  

2000年－2005年における  

由名  平均国際人口移動（入国超過数）   
200〕年における人口   

（A）  

（B）   （A）／（B）   

日本   54千人   127，659千人   0．04％   

カナダ   208千人   31，632千人   0．66％   

アメリカ   1，299千人   293，837千人   0．44％   

（資料）UNWorIdPopulationProspects：The2006RevisionPopulationDatabase  

（注）2007年7月1日現在のアメリカの人口は308，675千人である  

アメリカ編  
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制度の概要  

アメリカの公的年金制度（OASDl）の枠組み  

適用  

・収入のある者（自営業者を含む）   

一軍人にも適用される  

●適用除外   

一州や市町村等の公務員でOASDlを選択しなかった者  
（注）現在州政府のうち7州がOASD■の適用を選択していない。（アラスカ、コロラド、ルイジ  

アナ、メーン、マサチューセッツ、ネ／くダ、オハイオ）   

－1984年1月前に採用された連邦公務員   

－一定の要件を満たす宗教団体の聖職者職員  

10   
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アメリカの公的年金制度（OASDl）の枠組み  

給付設計（1）  

● 老齢給付に焦点を当てる  

・受給資格期間‥一定の金額以上の収入があった四半期（QC；  Credit）が40以上あること   

－一定の金額：USDl，050（四半期；2008年）   

一受給資格期間を月数で定めず、四半期にしたのは事業主からの報告が四半期ごと  
だったため（1978年まで；現在は一年毎）  

（注）SSAとしては当該四半期において毎月保険料が納められていたのか否かが把握できない。   

－このため10年の保険料拠出期間があるのに受給資格が得られないケースもある  

● 支給開始年齢   
一現在67歳に向けて引き上げ中  

・2003年から6年かけて66歳に引き上げ  
・2021年から6年かけて67歳に引き上げ  
・2008年現在は66歳  

アメリカの公的年金制度（OASDl）の枠組み  

給付設計（2）  

●年金額は次のステップで算定される   
一再評価後平均収入月額（AIME）の算定   

一基本保険額（P仏）の算定  

●AIMEの算定  
①過去の毎年の収入額を並べる   

一収入上限を超える場合は収入上限に置き換える   
一収入上限：USDlO2，000（2008年）・＝毎年賃金上昇率で改定   

一収入の無かった年はゼロを並べる  

②それぞれの年の収入金額を賃金再評価する   
－60歳の年までを賃金スライド   

ー60歳以降の年の収入は再評価しない  

③②の再評価後の収入金額のうち多いものから35年分の金額を取り出す  

④③の35年の収入金額の平均を作り12で割る＝A】ME  

－10－   



アメリカの公的年金制度（OAS馴）の枠組み  

給付設計（3）  

● 円A   

一二つのベンドポイント（P，Q；P＜Q）   

－Pは平均賃金月額の22パーセントに設定される  

（注）2008年に62歳に到達する者に対してはUSD711   

－Qは平均賃金月嶺の131パーセントに設定される  

（注）2008年に62歳に到達する者に対してはUSD4，288  

①A［ME≦Pのとき P［A＝0．9XAIME  

②p＜AIME≦Qのとき PIA＝0・9XP＋0・32X（AIME－P）  

③Q＜A［MEのとき PJA＝0・9XP＋0・32X（P－Q）＋0・15X（AfME－Q）  

13  

アメリカの公的年金制度（OASDりの枠組み  

給付設計（4）  

AtME   

14  
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アメリカの公的年金制度（OASDりの枠組み  

給付設計（5）  

● PIAが本人の老齢年金月額となる   
－62歳以降の給付額は物価スライド   

一生涯平均賃金と同額の収入のあった人の代替率は約45％   

－ベンドポイントも収入上限も賃金上昇と平行して動くので平均賃  

金との比で見れば世代による差はないが、ベンドポイントの名目  

額はコホート固有の値   

一繰り上げ減額率（繰り下げ増額率）はその者の支給開始年齢に応じて異なる  
・支給開始年齢66歳の者・・・月25／48％（釘3％）、67歳の者…月30／60（＝0．5）％（訂3％）  

● 被扶養者年金   
－PIAの50％の年金鎮   

一被扶養配偶者（支給開始年齢に到達してから；障害者や16歳未満の子  

供の世話をしている場合は年齢制限なし）   

－婚姻期間10年以上の離婚した配偶者で未婚の者   

－18歳未満の子供  

OASDIの給付設計の特色  

●所得再分配（ベンドポイント制）  

●平均所得の者に対する所得代替率（60歳時   

点）：約45％  

●スライド方式   

－60歳までグロスの賃金スライド   

ー62歳以降物価スライド  

－12－   



保険料率  

●1214％＝10・6％（OASl）＋1．8％（Dt）   

一少l」でも収入があれば保険料は賦課される  
（注）わが国のような非正規雇用をめぐる適用の問題はない   

一収入上限までの金額に賦課される  

●内国歳入庁が徴収   
一内国歳入庁は保険料分を優先的にOASD‖言託基金に払い込む  

17  

OASDlの積立金の運用   

・積立金はすべて非市場性の国債、または財務省への貸付で運用し   
なければならない   

一市場金利の動向に応じて金利が約定される   

－財務省が得たこれらの資金は一般会計に投入され、一般会計で費消される  

・OASDl給付の費用として、社会保障税（保険料）収入だけでは賄え   
ず、利子収入を使わなければならない段階が2010年代半ばに到来   
することが見通されている   

－一般会計は社会保障基金にクーポンを支払うための現金を用意せねば  
ならない   

一元本を償還しなければならない段階ではさらに大きな規模の現金を用意せねばな  

らない   

一財務省は危機感を持っている  

18   

ー13－  



被保険者数、受給者数  

●2008年に社会保障税（保険料）を納める被保険者数（推   

計）：164百万人  

● 受給者数（2008年6月30日現在）  

l 
‾  

二 

二 

（資料）SSAFactSheet  
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2007年収支  

（単位：億米ドル）  

歳入  

社会保障税（保険料）  

その他  
計  

歳出  

給付費  

うちOASI  

うちDl   

その他の歳出  

計   

年末積立金額  

6，561  

1，288  

7．849  

5，849   
4，891   

959   

96  

5，945  

22，385  

（資料）SSAFactSheetおよび社会保障信託基金理事会財政報告書  

21  

2008年OASDl信託基金理事会財政報告書  

22   
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2008年財政報告書の概要（1）  

●短期推計（2008－2017）   

－10年間は十分な財源を確保することができる見通し   

一積立比率：362％（2008年初）→403％（2017年初）  

●長期推計（2008－2082）   

－2017年に歳出が社会保障税（保険料）収入を上回る   

－2041年に積立金が枯渇   

一積立金枯渇後も同率の社会保障税（保険料）率で運営するとす   

れば給付を2041年には22％、2082年には25％削減しなければ  

ならない  

（注）中位推計による見通しである  
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2008年財政報告書の概要（3）  

●長期推計における主な前提  
基礎率   中位推計   低コストケース   高コストケース   

合計特殊出生率   2．0   2．3   l．7   

2032－2082における死亡率改善率（年率）  0．73   0．32   1．21  

2008－－2082における国際人口移動  

（入国超過数）の平均（千件）  1，070   1，375   790   

生産性上昇率   l．7   2．0   1．4   

賃金上昇率   3．9   3．4   4．4   

消費者物価上昇率   2．8   l．8   3．8   

実質賃金上昇率   l．l   1．6   0．6   
失業率   4．5   6，5   

積立金の実質運用利回り   2．9   3．6   2．1   

2008年財政報告書の概要（4）  

●確率過程を取り入れた将来推計も参考として   

行っている  

●積立比率の見通しを比べると、中位推計は確率   

過程を取り入れた推計分布の平均的なところに   

位置しているが、低コストケースも高コストケー   
スも両端の2．5％ゾーン（2ロ‾）に位置している  

－17－   



財政報告の経済前提の決定過程  

●OASDl信託理事会が決定  

●4年に一度TechnicalPaneが社会保障諮問理   

事会により任命され、決定方法を見直し、意見を   
述べた報告書を作成する  

●2007年Technica［Pane惇艮告喜   
一確率過程を取り入れた将来推計やマイクロシミュレーションのよう  

な最新技術の開発をさらに推し進めるべし   

－より多くの移民があるという前提、平均余命はより大幅に改善す  

るという前提を置くべし  

－18－   



制度改正議論  

29  

制度改正議論   

●1994－96社会保障諮問委員会報告  

●Moynihan提案  

・社会保障強化大統領委員会報告  

●Bushの年金改革案  

●財務省の論点整理メモ  

30  
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社会保障諮問委員会報告（1）  

●1996年報告書  

●社会保障諮問委員会は1994年改正法により社会   

保障諮問理事会に改組される   
－1996年報告書は旧委員会の最後の報告書  

●問題意識   

一財政の均衡を回復することが望ましい   

一時間の経過することだけで再び財政不均衡が生じることは好まし  

くない   

－損得論にも配慮が必要   

一人々の制度への信稜を取り戻すべき  

社会保障諮問委員会報告（2）  

●委員共通の認識   
一保険料率の引き上げは政治的ヒ支持が得られない   

一世代間の公平性に配慮することは、若年世代における内部収益  

率の向上を招き、制度の信頼回復に資する   

一現行どおり、スライド制の維持、資産調査なし、一般会計からの  

財源投入なし、を維持することが好ましい   

一皆年金を目指す   

一支給開始年齢の引き上げを早める  

一20－   



社会保障諮問委員会報告（3）  

●三実の併記   
一現行給付維持案  

・年金給付への課税強化→この税収は社会保障信託基金に還元される  
・新規採用の州公務員、地方自治体公務員をOAS別の適用とする  
・A肌IEの計算で35年平均を40年平均とする  
・2045年に少しだけ保険料を引き上げる  
■OASD＝言託基金の積立金の一部の株式投資を認める   

一個人勘定の上乗せ案   
・上乗せの個人勘定を作り強制加入とする（運用は政府が行い、個人には複数の選択肢を設ける）  
・支給開始年齢の引上げの早期化  
ヰ高所得層の給付の増加の抑制   
・AtMEの対象期間の延長、給付への課税強化、地方公務員への適用拡大は現行給付維持案と同じ   

一個人勘定方式への移行案   
・免除保険料率5％の大きさでの個人勘定による代行（個人勘定は民間の運用商品により運用）  

・経過費用は増税、国債発行により賄う  
・支給開始年齢の引上げの早期化  
・在職老齢年金の給付調整を廃止  

33  

Moynihan提案  

● 急進的リベラル派には批判的な民主党議員、1983年改正で活躍  
● 毎年1％のスライド削減  

● OAS釧給付に対する課税強化   
一企業年金並みにする   

－その税収は社会保障信託基金に還元される  

・適用除外になっている州政府職員等への適用  

● 給付算定基礎期間を38年に拡大  

● 支給開始年齢の70への引き上げ  

● 在老の廃止  

● 収入上限の引き上げ  

● 当面2％ポイント保険料率を引き下げるが、将来の保険料拠出計画も法定  
する  

● 2％の掛け金率による個人勘定を上乗せする（税制優遇、任意加入）  

34   
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社会保障強化大統領委員会報告（1）  

●Moynihanもメンバー、途中で亡くなる   
一超党派的委員会   

－しかし個人勘定創設の意見の持ち主のみが選ばれたと批判されている  

● 三つの案を報告   
一共通点は、希望者に対し個人勘定による社会保障給付の一部の代行   

（個人勘定には最低保証はない）を認めること（社会保障諮問委員会の個  

人勘定方式への移行案に一番近い）   

－（第1案）免除保険料率2％による代行   

－（第2案）PIA算定の際のベンドポイントのスライドを物価スライドで行い、  

免除保険料率4％による代行   

－（第3案）死亡率改善分を給付スライドに反映させ、2．5％の免除保険料率  

による代行  

社会保障強化大統領委員会報告（2）  

●OACTによりそれぞれの案に対する財政見通し   

が作られている  

改正案   
不足保険料率  支出が保険料収入を 上回る最初の年  支出が保険料収入の範囲に  再度収まる最初の年  積立金が枯渇する年   

現行法（2001年財政報告書）   △1．86％   2016   NA   203g   

第一案（国庫補助なし）  

・67％が個人勘定を選択   △2．18％   2012   NA   2030   
・100％が個人勘定を選択  △2．34％   2009   NA   202（i  

第一案（免Pの半分を国庫補助）  

・67％が個人勘定を選択  △1．57％   2014   NA   2034  

第一案（免P分を国庫補助）  

・67％が個人勘定を選択  △0．96％   20Ⅰ6   NA   2042  

第二案  
・67％が個人勘定を選択   0．13％   2010   2059   NA   

・100％が個人勘定を選択   0．6％   200（；   2058   NA  

第三案  

・67％が個人勘定を選択   0．02％   2014   ユ072   NA   

・100％が個人勘定を選択   0．07％   201Ⅰ   20（i2   NA   
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Bush政権の年金改革案  

●2005年2月  

・個人勘定による社会保障給付の一部を代行す   

る提案  

・財政均衡の回復についてどのような案が作成さ   

れていたかは不明  

●支持が得られず立ち消えになっている  

財務省の論点整理メモ（1）  

● Pau［son財務長官の挨拶   
一公的年金改革問題については、個人勘定と、保険料率について  
意見が大きく分かれたが、私自身の超党派的な対話から一致す  
る点もたくさんあることに気がついた   

－すべての人が問題の深刻さを認め、解決のための原則や政策の  
いくつかについては多くの人が賛同した   

－この対話を発展させるため、財務省としては共通の基盤に着目し、  

率直な問題の分析と改革の可能性を示唆する論点整理メモを公  

表していくことにした  

● 財務省の危機感   
一2008年財政報告書によれば2017年に一般会計が用意しなければならな  

い現金は、USD237億、2020年にはUSDl，068億、2030年には  
USD4，714億と急速に増大する  
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（参考）  

2008年財政報告書による収支見通し  

年次   歳  入  歳出  年末積立金  （a）－（b）  

利子以外の収入（a）  利子収入   合計   （b）  

2008   702．5   117．1   S19．7   623．5   2，434．7   79．0   

2009   747．1   125．7   872．8   6（iO．0   2，647．5   87．1   

2010   7g7，3   137．6   925．0   699．6   2，g72，8   87．7   

2011   826．4   151．1   977．5   743．7   3，106．6   82＿7   

2012   86（i．7   1（i5．3   l，031．9   793．4   3，345．2   73．3   

2013   908．2   179．7   l，087．8   S48，8   3，584．2   59．4   

2014   950．1   194．0   1，144．2   908．3   3，820．2   41，g   

2015   993．9   20臥1   1，201．9   971．6   4，050．5   22．3   

201（i   1，039．6   222．2   1，26l．g   l，039．0   4，273．4   0．6   

2017   1，087，1   23（i．S   1，323．9   l，110．各   4，486．4   －2：I．7   

2020   1，241．6   275．4   1，5】7．0   1，34臥4   5，042．8   一106．8   

2030   1，914．1   294．0   2，208．1   2，385．5   5，098．7   471．4   

2040   2，954．5   3S．3   2，992．8   3，762．l   227．4   －807．6   

財務省の論点整理メモ（2）  

●財務省の主張   
一財政の不均衡はできるだけ早く、かつ、なるべく生涯収入の高い  

人が多く負担する方法で解消すべきである  
・過去にさかのぼって解消することは不可能であり、現実的ではないので、現在世代、および将来世代で解消  
すべき  

・改革を遅らせるほど世代間の不公平が生じる  

●改革の視点   
一世代間の公平性に配慮すること   

一世代内の公平性を確保すること・・・所得再分配が維持されること   

一給付の十分性を確保すること   

－積立金が本当の役割を果たすこと  

－24－  
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財務省の論点整理メモ（3）  

・世代間の公平性を測る指標  
（給付現価ト  （保険料現価）  生涯純給付率   

給与現価   

一生涯純給付率がマイナスの場合、その絶対値を生涯純保険料率   

と呼ぶ（多くの世代で生涯純給付率はマイナスである）  

・世代内の公平性を測る指標  
＝            腑仲桶△訂紬＿ 当該者の生涯純保険料率  
世代内再分配指標  

平均収入の者の生涯純保険料率  

・給付の十分性を測る指標  
給付額  

所得代替率＝   

2ト65歳の間の再評価後平均収入  

41  

財務省の論点整理メモ（4）  

●積立金が本当の役割を果たすための改革案   
－（第一案）希望する者に対し個人勘定による代行を認める。   
－（第二案）事務コストの抑制のため、第一案で運用の選択肢は設けな い  

案  

案）OASD憺託基金の積立金を株式を含めた資本市場で運用   

－（第四案）OASD＝言託基金の積立金を市場性のある国債で運用する   
案  

●給付水準の削減方法   
－（第一案）経過措置として一時期物価スライドに切り換える案   

－（第二案）AIMEの高い部分に物価スライドを適用する案   

（注）通常の賃金スライドをした上で実質賃金上昇率で割り戻せば物価スライドになる  
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AAA社会保障委員長のコメント  

●蹴儲擬蓑電磁給紙）迂芸畳譜讐至芸繋政府に  ●ee）の財務省   
一非常に重要なテーマであるので、公的年金財政の長期的均衡だけではなく、給付の十分性、優先度、経  
済政策という観点からもコメントしたい 

一世代間の公平性の問題は、十分配慮しなければならないが、達成できないかもしれないし、制度の存続  
可能性にとってそれほど重要な課題ではない   

－むしろ再分配政策の文脈では、社会連帯と給付の十分性を以て制度の公正さ（†airness）を意味するの  
ではないか   

－論点整理メモで「OASDlは真の終身年金であり、物価スライドが行われ、事務費も少なく済んでいる。強  
。  

か  
制適用であるため逆選択の問題もない。これは民間の会社では実現できない  
価できる。それでも途中で、「保険料率を下げても、その分貯蓄に回るだけだ  
影響は少ない。」と述べたりして、混乱している。  

ー論点整理メモでは永久均衡方式による数値をべ一スに議論すべきとしているが、永久均衡方式の財政  
見通しは不確定性が増し、政策決定の根拠とするには問題点が多い。また、一方で死亡率が相当程度  
改善するという前提を置きながら、永久に支給開始年齢を国定した前提で出てくる財政不均衡は現実的  
な数値ではない。実際には、途中で必ず支給開始年齢の見直しを行うからである。  

－論点整理メモは事実上給付の十分性について触れていない  
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カナダの年金制度の概要  

45   

カナダの公的年金制度の枠組み  

所得保障補足年金  
（GIS）  

Claw－backによる  
OASの削減部分   

46  
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●老齢保証年金（OAS）   

一資産調査なしの税方式による定額年金   

一全居住者が対象  

●CPP，QPP（報酬比例年金）   
一社会保険方式による年金   

一収入のある18－70歳の被用者（公務員、軍人を含む）、自営業者が対象  
・年収下限（YBE）より年収の少ない者は適用されない  
・YBE＝CAD3．500  

・一定の宗教団体の聖職者、職員は適用されない  

・所得保障補足年金（GIS）   

－OAS受給者が対象   

一所得調査つきの税方式による補足年金  

給付設計（1）  

●OAS   
－1952年導入；税方式   

一支給要件：10年以上カナダに居住していること   

－18歳以降40年居住で満短の年金   

一満額の年金月額＝CAD502．83（2008年1月現在）  
（注）平均年収が約CAD40，000であるので、平均年収の約15％と言える   

一給付は課税される   

一年金額は物価スライド・‥賃金に比べ水準は低下   

一高額所得者のOAS給付は削減される（CIaw－back制度）  
・CAD64，178を超える収入の15％が年金給付額から削減される）  

・CADlO4．903以上の収入のある者l＝はOASは支給されない  

・これらの限度籠は物価スライドされる  
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給付設計（2）  

●CPP／QPP   
－CPPとQPPは実質的に同じ制度（完全な通算制）   
一受給資格期間：1年以上の拠出期間があること   

一給付算定手順  

①収入上限（YMPE）の過去5年間の平均を作る  
・受給開始年から過去5年の平均である  
・YMPE＝CAD44，900（2008年）  

・収入上限の平均（MPEA）と呼ばれる  

②過去の報酬月額を再評価する  
・再評価率はMPEAをその報酬月額が属する年のYMPEで割った率  

③②で作った報酬月禎の平均を作る  

④年金月額＝③X25％Xmin（1，（保険料拠出年数）／40）  

● 受給開始後は物価スライド  

●繰上げ、繰下げ受給の際の減額率、増額率は月0．5％  

給付設計（3）  

● GtS   
－CPP／QPPの導入とともに始まった   

－まず、OASの受給者でなければGISは受給できない   

－一年前の収入に応じて支給される（資産調査はない）  
・7月－6月の給付額が決定される  
・OAS，GISの給付は収入に含まれない  
・居住期間10年で満痘  

・給付飯＝（（OASの満組一案際の受給級）＋（満隠のGIS）－（収入月額の50％）lXmin（1．（居住年数）／10）   

一満故の月額：CAD634．02（単身）、CAD418．02x2（夫婦）   

一金額は物価スライド   

ー給付は課税されない   

一国外に移住した者には、移住後6か月間のみ支給される   

一本格的なCPP受給者が出始めて、GIS受給者は減少傾向  
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CPP、QPPの財政の自動均衡措置  

・3年ごとの財政検証において財政の均衡が崩れ   

ていることが判明し、政治的に解決方法が見出   

せない場合：   

一保険料率は、財政の均衡に必要な保険料率と現在の保険料率と  

の差の半分相当の率だけ引き上げる   

一財政の均衡が回復するまで年金給付のスライドを停止する  

53  

CPP，QPPの積立金の運用   

●CPP［B／QPPIBで運用を行う  

●CPP［B／QPP（Bは政府や議会から独立している  

54   
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被保険者数、受給者数（CPP，QPP）  

●保険料拠出者数（2002年）：14．9百万人   
－CPP：11．3百万人   

－QPP： 3．6百万人  

●受給者数（2005年3月末現在）： 5．3百万人  

●給付額（2005会計年度）：CAD328億   
－CPP： CAD249億   

－QPP：CAD 79億  
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2005会計年度収支（CPP）  

●年度初積立金  

●収入   

一保険料収入 CAD301億   

一運用収入   CAD130億  

●支出   

一給付費  CAD250信   

一事務費  CAD 5億  

●年度末積立金  

CAD834億  

CAD431億  

CAD254億  

CADl，011億  

57  

CPP第23回財政報告書  

58   
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CPP第23回財政報告書（1）  

●財政運営の原則   

一将来、年間給付費のおよそ5．5年分の積立金を保有すること  

（Steady－Statefu．nding）   

一給付改善や新しい給付を導入するときにはその財政は完全積み  

立て方式で運営すること  

（incrementalfu［1funding）  

CPP第23回財政報告書（2）  

●財政運営の原則を実現するCPPの最小の保険料率は   
9．82％である。   
－9．82％で運営した場合、積立比率は、2006年の4．1から5．4（2019年）、   
5．6（2050年）、5．3（2075年）と変化  

●現行の実行保険料率の9．9％で道営した場合、   
－2007年－2019年の間は、保険料収入だけで十分給付が賄える   

－2020年以降は運用収入を給付に充てなければならず、例えば2050年に   
は運用収入の31％を給付費に充てる必要と見通されている   

－積立比率は5．5（2019年）、6．0（2050年）、6．4（2075年）となる  

●保険料拠出者は2007年の12．3百万人から、2050年に   
は15．4百万人に増加する見通し  
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CPP第23回財政報告書（3）  

財政見通しの前提  

合計特殊出生率   l．6   

死亡率   m2カナダ生命表  
将来の死亡率改善を見込む   

平均寿命（2007） 男子   84．5年   

女子   87．7年   

65歳の平均余命（2007）男子   19．3年   

女子   22．0年   

国際人口移動（入国超過率）   ～2015まで 0．50％  

2020～  0．54％   

15－69歳の労働力率   74，2％（2030）   

15w69歳の雇用者比率   69．9％（2030）   
失業率   6．3％   

物価上昇率   2．5％   

実質賃金上昇率   1．3％   

実質運用利回り   4▼2％   

60歳における退職率 男子   40．0％   

女子   45．0％   

CPP障害発生率（対千人）男子   j．l   

女子   3．5   

61  

CPP第23回財政報告書に対する外部検証  

●2008年3月19E）theCPPActuaria［ReviewPaneIの報   

－3人のカナダアクチュアリー会正会員が外部検証   

一積立水準を2050年まで示していることについて、「専門家ならともかく、一  

般の人には不適切に積立水準が低いという印象を与えてしまうことは問  

題である。」との指摘あり   
－そのほか12の勧告を行っている  

● イギリスGADが3人の選定に当たり、かつ、その報告書   
について意見を述べている（4月23日）   
－いずれもOCAの要請である   

－GADは、「首席アクチュアリやそのスタッフが財政検証を遂行するに十分  

な経験を有しているか」などの点について報告書は触れていないと指摘  

62   
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（参考）  

イギリスGADが述べている意見  

●次の諸点について外部検証者は意見を述べるべき   
である：   

一首席アクチュアリーやそのスタッフが財政検証を遂行するに十分  

な経験を有しているか、   

－実務基準や法令を遵守して財政検証が行われたか   

一首席アクチュアリーは財政検証を行うにあたり、必要な情報を入  
手できたかどうか、また、データに関するチェックや分析は十分行わ  

れたかどうか   

一報告書の数理的手法や前提は合理的かどうか   

一報告書は首席アクチュアリーとそのスタッフの仕事を公正に伝えてい  

るかどうか  
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問題意識  

●カナダの公的年金の特色   

一老齢保障年金（OAS）が税方式であること   

－CPPの積立度合いを中途で上げ始めたこと   

－OASもCPPも創設が比較的新しいこと  

●これらの特色の由来を調べること  

65  

老齢年金法（1927年）成立まで   

●カナダの工業化は比較的遅かった   
－19世紀末はまだ虚業国…大家族制が維持されていた  

●20世紀に入り工業化が進展   

一人口の都市集中、困窮化する高齢者の増加  
・POOrhouseに収容される高齢者の急増  

・「貧困は個人や家族の責任」という考え方が根強く残る   

－第一次世界大戦でさらに工業化が加速（軍需景気）  
・しかし高齢者の仕事は減少→多くの高齢者は困窮生活を送る  

●第  一次世界大戦の終了とともに傷痕軍人や戦没者遺族  
対する補償給付が始まる  ヽ■．．．．■  

一国の経済発展に貢献した高齢者を扶助すべきという機運を生み出す  

－老齢年金法の成立  

66  
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老齢保障年金法（OAS；1951年）の成立まで（1）  

●1927年老齢年金法の特色   
一税財源による所得一資産調査つき年金給付   

一州政府が実施  
・州政府は受給者が死亡すると残された財産から給付費相当分を回収することが可能  
・所得・資産調査の基準は州政府によりまちまち  
■連邦政府は各州政府の費用の半額を負担（財源は1917年に開始された所得税）  

●1927年老齢年金法の問題点   

一所得■資産調査は屈辱的   

一給付申請者の子供たちには扶養能力が無いことを証明する必要があっ  

たが、時には州の担当官が扶養しようとしない子供を訴えることを勧めた   

－受給者の死亡の際に残された財産から費用が回収された  

● 大恐慌の影響   

一失業者の爆発的増大→高齢者の貧困問題と合わせて貧困全般の解決  
が国家的課題となる  

老齢保障年金法（OAS；1951年）の成立まで（2）  

●1930年代終わりに第二次世界大戦が始まると、再び軍   
需景気で経済が活況を取り戻す   
一豊かになる現役層の増加   

－しかしインフレなどにより多くの高齢者は貧困のまま取り残される   

－より効果的な老齢保障制度を模索する議論続く  

・1952年老齢保障年金（OAS）制度の施行   
一所得・資産調査のない税財源の制度   

一憲法改正を伴う（老齢保障を連邦政府も行えるように）   

－アメリカの社会保障制度を取り入れる意見もあったが、社会保険方式で   
あれば給付の効果が出るまでに時間が掛かるために、税財源で給付を行   
い、すぐに効果を出すことが必要と判断された  

←高齢者の貧困の解消が喫緊の課題だった  
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アメリカ社会保障法準備段階での拠出制■無  
拠出制に関する議論（SSA資料）  

・1934年F．ルーズベルト大統領が経済保障委員会（CES）を立ち上げ  

● 社会保険方式と税方式を比較  

● 個人に与える影響が二つの方式で異なることを指摘  

● 税方式   
一政府は責用のコントロールがよくできるメリットがある   

－しかし、差別感情や資産調査のためにためらう人も多く、政策効果が薄くなる可能性がある   
－また、一部の人に貯蓄をしないことや働かないことを選択させるモラルハザードがある   

一多くの納税者にとって自分に関係のない給付のための財源を拠出することに抵抗感が生まれる  
可能性がある  

● 社会保険方式   
一権利としての給付を支給することになり、差別感情が生まれない   
一モラルハザードも生じない   

一議外国でも、資産調査への抵抗感や、権利としての給付が望ましいことから、税方式から社会保  
険方式へのシフトが起こっている  

69  

CPP，QPPの成立（1966年）まで   

●「人生における経済リスクに対し、保障されるべき」という考え方が次第にカナダで普  
及   

－1957年医療保険制度の導入   
－1LOの影響  

一→「OASだけでは不十分」という意見が強まる  

●1957年クラーク委員会報告   
－アメリカ社会保障制度の調査   
一人口構造、経済構造が異なるので同様の制度を取り入れることはできないが、障害年金、遺族年金を取り入れる  
ことはよい  

一→憲法改正への動きが出る  

●1963年すべての政党が制度改革案を発表→政府は改革へ動く  
●1964年ケベック州が独自の拠出制年金（障害、遺族年金を含む）を導入する計画を   

表明   
－Quebec’squietrevolution   

－オンクリオ州が連邦政府に協力することを発表・‥CPP成立の決定的要因となる  

● 憲法改正とともにCPP／QPPが成立   
NCPP／QPPの恩恵を受けることができない人のために所得調査つきのG］Sが導入される  

70   
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その後の改正（1）  

・C［awbackの導入（1989年改正）   

一連邦政府の財政難の折から予算の抑制のために導入された   

－1970年代、80年代には繰り返し景気後退局面が現れた  
・2桁のインフレ、失業率の増大  

・政府は大きな財政赤字を抱えるようになる  

・貧困状態にある高齢者数が減らなかった（特に単身高齢女性、低賃金労働者、障害者）  

・女性やアボリジニの均等処遇が重要政策課題lこなった  

その後の改正（2）  

●1998年改正の要因   

一連邦政府、州政府ともに大きな財政赤字を抱えていた  
（注）連邦政府の赤字は1996年当時GDPの69％であった   

－米・英の影響で税金の軽減を求める世論が強くなった   

一人口の急速な高齢化で公的年金制度の持続可能性を危ぶむ声   

が強くなった   

－CPPの積立金が減少した   

－CPPのアクチュアリーが、制度をこのまま維持した場合、将来の   

保険料率が14．2％まで上がるという見通しを公表した  
・CPPの保険料率：3．6％（1966年－1984年）、6％（1997年）  
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その後の改正（3）  

●1998年改正の内容   
一給付の9．3％削減   

一保険料率を6％（1997年）から9・9％（2003年）に引き上げ   

－積立金の運用を効率的な運用に切り替える  
・それまでは州政府債が主な投資先であった   

一自動均衡措置の導入  

73  

まとめ  

74  
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財政運営の考え方  

●世代間の公平性の定義   
一様々な角度から検討する必要あり  

●永久均衡方式と有限均衡方式  

●積立金の効用と社会保障制度   
－アメリカの運用方法は問題が大きい。しかしこれも議論をした上で   

の選択（財務省の論点整理メモでは再度姐上に上がっている）  

77   
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○ 我が国の人口ピラミッド  

○ 我が国の人口の推移   

’規 一的19乃 一弼1㈱ 卸 如 猥¢ 狐 肋。 a瑚㌔麟）  

資料‥2005年までは総務省鮒局咽勢調査」、20岬以降は国立社会保障・人口間断究所「日本の将来推計人口（平成1咋12   月推計）中位推計」  
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○ 平均余命の推移  

年次   
男  女  

0歳  20歳  40歳  65歳  80歳  0歳  20歳  40歳  65歳  80歳   

1947（昭和22）  50．06  40．89  26、88  10．16  4，62  53．96  44．87  30．39  12．22  5．09   

50（昭和25）－52（27）  59．57  46．43  29．65  11．35  5．04  62．97  49．58  32．77  13．36  5．64   

55（昭和30）   63．60  48．47  30．85  11．82  5．25  67．75  52．25  34．34  14．13  6．12   

60（昭和35）   65．32  49．08  31．02  11．62  4．91  70．19  53．39  34．90  14．10  5．88   

65（昭和40）   67．74  50．18  31．73  11．88  4．81  72．92  54．85  35．91  14．56  5．80   

70（昭和45）   69．31  51．26  32．68  12．50  5．26  74．66  56．11  37．01  15．34  6．27   

75（昭和50）   71．73  53．27  34．41  13．72  5．70  76．89  58．04  38．76  16．56  6，76   

80（昭和55）   73、35  54．56  35．52  14．56  6．08  78．76  59．66  40．23  17．68  7．33   

85（昭和60）   74，78  55．74  36．63  15．52  6．51  80．48  61．20  41．72  18．94  8．07   

90（平成2）   75．92  56．77  37．58  16．22  6．88  81．90  62．54  43．00  20．03  8．72   

95（平成7）   76．38  57．16  37．96  16．48  7．13  82．85  63．46  43．91  20．94  9．47   

97（平成9）   77．19  57．86  38．62  17．02  7．56  83．82  64．36  44．79  21．75  10．08   

98（平成10）   77．16  57．85  38．66  17．13  7，68  84．01  64．56  45．01  21．96  10．27   

99（平成11）   77．10  57．74  38．56  17．02  7．53  83．99  64．50  44．94  21．89  10．18   

2000（平成12）  77．72  58．33  39．13  17．54  7．96  84．60  65．08  45．52  22．42  10．60   

01（平成13）   78．07  58．64  39．43  17．78  8．13  84．93  65．39  45．82  22．68  10．80   

02（平成14）   78．32  58．87  39．64  17．96  8．25  85．23  65．69  46．12  22．96  11．02   

03（平成15）   78．36  58．89  39．67  18．02  8．26  85．33  65．79  46．22  23．04  11．04   

04（平成16）   78．64  59．15  39．93  18．21  8．39  85．59  66．01  46．44  23．28  11．23   

05（平成17）   78．56  59．08  39．86  1乳13  8．22  85．52  65．93  46．83  23、19  11、13   

06（平成18）   79．00  59．49  40．25  18．45  8．45  85．81  66．22  46．66  23．44  11，32   

資料：平成7年まで及び平成12年、17年は厚生労働省大臣官房統計情報部「完全生命表」、それ以外は「簡易生命表」  
（注）昭和45年以前は沖縄県を除く値である。0歳の平均余命が「平均寿命」である。  
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○ 将来推計人口  

総人口，年齢3区分（0～14歳，  15～64歳，65歳以上）別人口及び年齢構造係数  出生中位（死亡中位）推計  
人 口  割 合（％）  年 次  ‾ 

頂「層「1】  
0～14歳  15～64歳  65歳以上  
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89，930  7，516  8．4  51．1  40．5  

各年10月1日現在人口．平成17（2005）年は，総務省統計局『国勢調査報告』（年齢「不詳人口」を按分補正した）人口による．  

出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成18年12月推計）出生中位（死亡中位）推計」  
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○ 将来推計人口における合計特出生率・平均寿命の推移  

出生中位（死亡中位）推計  

年 次   合計特殊出生率   
平均寿命  

男  女  】男女差   

平成17（2005）   1．2601   78．53  85．49  6．96   

18（2006） 1．2942   78．85  85．78  6．93   

19（2007）   1．2467   79．02  85．94  6．92   

20（2008）   1．2297   79．19  86．10  6．91   

21（2009）   1．2232   79．35  86．25  6．90   

22（2010）   1．2184   79．51  86．41  6．90   

23（2011）   1．21′52   79．66  86．55  6．89   

24（2012）   1．2135   79．80  86．69  6．89   

25（2013）   1．2134   79．94  86，82  6．88   

26（2014）   1．2148   80．08  86，95  6．87   

27（2015）   1．2171   80．22  87．08  6．86   

28（2016）   1．2199   80．35  87．20  6．85   

29（2017）   1．2227   80．49  87．33  6．84   

30（2018）   1．2252   80．61  87．45  6．83   

31（2019）   1．2273   80．73  87．57  6．84   

32（2020）   1．2289   80．85  87．68  6．83   

33（2021）   1．2302   80．96  87．78  6．83   

34（2022）   1．2311   81．07  87．89  6．82   

35（2023）   1，2320   81．18  87．99  6．81   

36（2024）   1．2328   81．29  88．09  6．80   

37（2025）   1．2335   81．39  88．19  6．79   

38（2026）   1．2343   81．50  88．28  6．79   

39（2027）   1．2351   81．60  88．38  6．78   

40（2028）   1．2360   81．70  88．48  6．78   

41（2029）   1．2371   81．79  88．57  6．78   

42（2030）   1．2382   81．88  88．66  6．78   

43（2031）   1．2394   81．97  88．74  6．78   

44（2032）   1．2408   82．06  88．83  6．77   

45（2033）   1．2422   82．14  88．90  6．76   

46（2034）   1．2436   82．23  88．98  6．76   

47（2035）   1，2450   82．31  89．06  6．75   

48（2036）   1．2465   82．39  89．14  6．74   

49（2037）   1．2479   82．47  89．21  6．74   

50（2038）   1．2492   82、55  89．28  6．73   

51（2039）   1．2505   82．63  89．36  6．73   

52（2040）   1．2517   82．71  89．43  6，72   

53（2041）   1．2528   82，78  89．50  6．72   

54（2042）   1．2538   82．85  89．57  6．72   

55（2043）   1．2548   82．92  89．64  6．72   

56（2044）   1．2557   82．99  89．71  6．72   

57（2045）   1．2566   83．05  89．77  6．72   

58（2046）   1．2574   83．12  89．83  6．72   

59（2047）   1．2582   83．18  89．89  6．71   

60（2048）   1．2589   83．25  89．95  6．70   

与1（2049）   1．2597   83．31  90．01  6．70   

62（2050）   1．2604   83．37  90．07  6．69   

63（2051）   1．2611   83．43  90．12  6．69   

64（2052）   1．2618   83．50  90．18  6．68   

65（2053）   1．2625   83．56  90．24  6．68   

66（2054）   1．2632   83．62  90．29  6．67   

67（2055）   1．2640   83．67  90．34  6．67  

人口動態統計と同定義に基づく合計特殊出生率。平成17（2005）年は実績値である。  

出典‥国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成18年12月推計）出生中位（死亡中位）推計」  
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公 的 年 金 制 度 一 覧  

○国民年金制度  （平成18年度末（平成19年3月末）現在）  

被保険者数  老齢基礎年金等  年金扶養比ユ  老齢基礎年金  実質的な   積立金   積立比率   保険料   老齢基礎年金  

区  分  受給権音数   旦  平均年金月額  簿価ベース  簿価ベース  （平成20年4月）   
（繰上げ・繰下げ除く）   

支給開始年齢   
①  ②  ②  ［時価ベース］  ［時価ベース1  

万人  万人  万円  兆円  兆円   兆円  円  

第1号 被 保 険 者    2，123  4．2  8．8 ［9．4］  3．8 ［4．0］    14．410   

第 2 号 被 保 険 者  3，774  2．520   2．7 7  5．8  65歳  

第 3 号 被 保 険 者  1，079   

合  計  6，976   

（参考）公的年金加入者合計  7，038  

（注）1．上記のほか、老齢福祉年金受給者数は、2万人である。  
2．第1号被保険者には、任意加入被保険者を含む。  
3．老齢基礎年金等受給権者数は、老齢基礎年金受給権音数に、旧国民年金法による老齢年金受給権者数、被用者年金制度の65歳以上の旧法老齢（退職）年金の受給権音数等を加えたものである。  
4．老齢基礎年金平均年金月額は、繰上げ・繰下げ支給分を除いた老齢基礎年金受給権者に係る平均年金月額である。このほかに、繰上げ・繰下げ支給分の老齢基礎年金受給権者および旧国民年金  

法による老齢年金受給権者に係る分を含めた老齢基礎年金等平均年金月額は5．3万円である。  
5．実質的な支出総費用額は、給付費から基礎年金勘定からの受入を控除した額に基礎年金勘定への繰入を加えたものである。  
6．積立金［時価ベース］は、旧年金福祉事業団から承継した資産に係る損益を含めて、年金積立金管理運用独立行政法人における市場運用分の運用実績を時価ベースで評価したものである。  

なお、承継資産に係る損益の厚生年金・国民年金への按分は、厚生年金・国民年金のそれぞれの積立金の元本平均残高の比率により行っている。  
7．公的年金加入者合計は、被用者年金被保険者と、第1号・第3号被保険者の合計である。  

・○被用者年金制度  （平成18年度末（平成19年3月未）現在）  

適用者数  積立金  積立比率  保険料率  老齢（退職）年金  

受給権者数  平均年金月額  （平成20年4月）  
区  分  

支給開始年齢  
（老齢・退年相当）  旦  （老齢・退年相当）  簿価ベース  簿価ベース  （平成20年度）   

①   ②   ②   （繰上げ・繰下げ等除く）   ［時価ベース］  ［時価ベース］  

万人   万人   万円   兆円   兆円  兆円   ％   

厚 生 年 金 保 険  1，198  2，8 2  16．8   4．9［5．2〕  報酬比例部分  
一般男子・女子60歳  

国家公務員共済組合   108   64   1．68   22．1   1．9   8．8   坑内員・船員 58歳  

地方公務員共済組合   304   161   1．8 9   22．9   5．1   定額部分  
一般男子・共済女子63歳  

私立学校数職員共済   46   9   4．8 8   21．5   0．4   3．4   厚年女子 61歳  

合  計  3，836   1．433   2．68   17．7   3 9．6  182．0［194．5］  5．7 ［6．0］  坑内員・船員 58歳  

（注）1・厚生年金保険の老齢（退職）年金受給権者数及び平均年金月額には、日本鉄道、日本電信電話、日本たばこ産業及び農林漁業団体職員の各旧共済組合において厚生年金保険に統合される前に裁定され  
た受給権者に係る分を含む。  

2・共済組合の老齢（退職）年金受給権者数には減額退職年金に係る分を含む。（厚生年金保険に含まれている旧三公社共済組合、旧農林漁業団体職員共済組合に係る分についても同じ。）  
3・老齢（退職）年金平均年金月額は、老齢基礎年金を含んだものである。ただし、繰上げ・繰下げ支給（減額退職年金を含む）を選択した者と、報酬比例部分の支給開始年齢に到達しているが定額部  
分の支給開始年齢に到達していない者は除外している。  

4．実質的な支出総費用額は、給付費から基礎年金交付金を控除した額に基礎年金拠出金を加えたものである。  
5・厚生年金保険における坑内員及び船員の保険料率は、15．952％であり、日本鉄道及び日本たばこ産業の各旧共済組合の適用法人及び指定法人であった適用事業所に使用される被保険者に係る保  
険料率は、それぞれ15・69％及び15．55％である。また、農林漁業団体等の適用事業所に使用される被保険者に係る保険料率は、15．766％である。  

6．厚生年金保険の積立金には厚生年金基金が代行している部分の積立金は含まれていない。  
7・厚生年金保険の積立金［時価ベース］は、旧年金福祉事業団から承継した資産に係る損益を含めて、年金積立金管理運用独立行政法人における市場運用分の運用実績を時価ベースで評価したもので  
ある。なお、承継資産に係る損益の厚生年金・国民年金への按分は、厚生年金・国民年金のそれぞれの積立金の元本平均残高の比率により行っている。  

8・積立比率とは、前年度末に保有する積立金が、実質的な支出のうち、保険料拠出によって賄う部分（国庫・公経済負担を除いた部分）の何年分に相当しているかを表す指標である。  
（前年度末に保有する積立金が、国庫・公経済負担や追加費用を含めた実質的な支出総額の何年分に相当しているかを表す積立度合とは異なる。）   



公的年金各制度の財政収支状況（平成18年度）  

私立学校  国民年金  

国民年金  基礎年金  合計   
公的年金  

厚生年金  国家公務員． 共済組合  地方公務員 ー共済組合   教職員 共済  
勘定  勘定   

制度全体  

億円   億円   億円   億円   億円   億円   億円   億円  

収入総額  簿価ベース  354，996   21，521   64，638   4，964   59，165   191，381   696，664   462，102  

［時価ベース］   ［372，079］  ▼［21，435］  ［62，951］   ［5，143〕  ［60，079］  ［713，068］  ［478，505］  

保険料   209，835   10，333   30，312   2，918   19，038  272，435   272，435  

収  48，285   1，622   3，958   557   17，971  72，394   72，394  

追加費用  4，569   11，344  15，914   15，914  

運用収入  簿価ベース   25，708   2，607  15，645  1，250  1，965   115   47，289   47，289  

（再掲年金積立金管理運用独立行政法人納付金）   （18，253）  （1，358）  （19，611）  （19，611）  

［時価ベース］   ［42，790］  ［2，503】   【13，769］  ［1，416］  ［2，879］  ［63，472］  ［63，472］  

基礎年金交付金   19，989   1，552   3，342   157   17，108  42，149   ②  

国共済組合連合会等拠出金収入   385  385   ④  

財政調整拠出金収入  808  808   ③  

入  2，567  2，567   2，■567  

職域等費用納付金   2，762  2，762   2，762  

解散厚生年金基金等徴収金   6，800  6，800   6，800  

基礎年金拠出金収入  177，080   177，080   ①  

積立金より受入   34，167  2，828  36，995   36，995  

その他   4，500   30   36   82   254   14，187   19，089   ※4，948   

支出総額   343，975   20，963   55，649   3，956   60，358   177，059   661，960   441，539  

支  222，541   16，686   43，149   2，375   18，149   134，909   437，809   437，809  

基礎年金拠出金   119，224   4，210   11，159   1，485   41，002  177，080   ①  

年金保険者拠出金  31   272   81  385   ④  

基礎年金相当給付費（基礎年金交付金）  42，149   4乙149   ②  

出  808  808   ③  

その他   2，210   35   261   15   1．207   3，730   3，730   

収 支 残  簿価ベース  11，021   558   8，988   1，008   △1，194   14，322  34，705   20，563   

［時価ベース］  ［28，103コ   ［472〕   ［7，301］   〔1，188〕  ［△279］  ［51，108］  ［36，966］   

年度末積立金  簿価ベース  1，300，980   88，137   397，071   33，834   87，660   7，246   1，914，928   1，914，928   

〔時価ベース］   ［1，397，509］  〔92，162］  ［420，246］  ［35，563］  ［93，828〕  【2，046，554］  【2，046，554］   

年度末積立金の対前年度増減額  簿価ベース  △23，040   558   8，988   654   △ 3，853  △16，694  △16，694   

［時価ベース］  ［△5，956］   ［472】   ［7，301】   ［833〕  ［△2，939］  〔△287］  ［△287］   
（注1）厚生年金・国民年金の簿価ベースの運用収入は、年金積立金管理運用独立行政法人納付金を加えたものを計上している。   
（注2）厚生年金・国民年金の時価ベースは、旧年金福祉事業団から承継した資産に係る損益を含めて、年金積立金管理運用独立行政法人における市場運用分の運用実彿を時価ベースで評価したものである。  

なお、承継資産に係る規益の厚生年金・国民年金への按分は、厚生年金・国民年金のそれぞれの積立金の元本平均扱高の比率により行っている。また、国共済、地共済、私学共済の時価ベースの  
運用収入は、正味運用収入（運用収入から有価証券売却規等の費用を減じた収益額）に年度末積立金の評価損益の増減分を加算して推計しており、時価ベースの収入総額、運用収入、収支残は参考値である  

（注3）基礎年金拠出金収入、国民年金勘定の基礎年金拠出金には、特別国庫負担額を含めた基礎年金勘定への繰入額を計上している。  
（注4）厚生年金・国民年金の収入のその他には、旧年金資金運用基金の解散に伴い年金住宅融資回収金等が年金特別会計に承継されたことによる収入（厚生年金4，282億円、国民年金239億円）が含まれている。  
（注5）基礎年金勘定の積立金は、基礎年金制度が導入された昭和61年度より、国民年金法に基づく基礎年金等の給付財源として、国民年金勘定の積立金の一部をこの勘定の積立金としたものである。  
（注6）厚生年金の収支状況は、厚生年金基金が代行している部分を含まない。  

く注7）公的年金制度全体では、公的年金制度全体としての財政収支状況をとらえるため、公的年金制度内でのやりとり（①～④）について収入・支出両面から除いている。また、単年度の財政収支状況をとら  
えるため、収入のその他（※）には、基礎年金勘定の「前年度剰余金受入」14，142億円を除いた額を計上している。  
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公的年金各制度の単年度収支状況（平成18年度）  
【年金数理部会が年金財政の観点から制度横断的に比較・分析したもの】  

私立学校  国民年金  

国民年金  基礎年金  合計   
公的年金  

厚生年金  国家公務員 共済組合  地方公務員 共済組合   教職員 共済  
勘定  勘定   

制度全休  

億円   億円   億円   億円   億円   億円   億円   億円  

総額  簿価ベース  320，830   ／21，521   64，638   4，964   56，336   177，239   645．528   425，107  

［時価ベース］   ［337，912〕  ［21，435］  ［62，951］   ［5，143］  ［57，251］  〔661，931］  ［441，511］  

保険料   209，835   10，333   30，312   2，918   19，038  272，435   272，435  

収  48，285   1，622   3，958   557   17．971  72，394   72，394  

追加費用  4，569   11，344  15，914   15，914  

入  簿価ベース   25，708   2，607  15，645  1，250  1，965   115   47，289   47，289  
（再掲年金積立金管理運用独立行政法人納付金）   （18，253）  （1，358）  （19，611）  （19，611）  

［時価ベース］   ［42，790］  ［2，503］   ［13，769］  ［1，416］  ［2，879〕  ［63，472］  ［63，472］   

単  基礎年金交付金   19，989   1，552   3，342   157   17，108  42，149   

年  国共済組合連合会等拠出金収入   385  385   ④   

度  財政調整拠出金収入  808  808   ③  

積立金相当額納付金   2，567  2，567   2，567  

職域等費用納付金   2，762  2，762   2，762  

解散厚生年金基金等徴収金   6，800  6，800   6，800  

基礎年金拠出金収入  177，080   177，080   （D  

その他   4，500   30   36   82   254   45   4，948   4，948   

総紘   343，975   20，963   55，649   3，956   60，358   177，05g   661，960   441，539  

支                     給付費   222，541   16，686   43，149   2，375   18，149   134，909   437，809   437，809   

出  基礎年金拠出金   119，224   4，210   11，159   1，485   41，002  177，080   

年金保険者拠出金  31   272  81  385   ④   

単 年  基礎年金相当給付費（基礎年金交付金）  42，149   42，149   ②   

度  財政調整拠出金  808  808   ③  

その他   2，210  35  261   1．207   3，730   3．730   

単年度収支残  簿価ベース  △ 23，145   558   8，988   1，008   △ 4，022   180  △16，432  △16，432   

［時価ベース］   ［△6，063］   ［472〕   ［7，301〕   ［1，188］  ［△3，107］  ［△28］   ［△28〕   
年度末積立金  簿価ベース  1，300，980   88，137   397，071   33，834   87，660   7，246  1，914，928  1，914，928   

［時価ベース］   ［1，397，509］  ［9乙162］  ［420，246］  ［35，563］  〔93，828］  ［2，046，554］  ［2，046，554］   
（注1）「単年度収支状況」は、年金数理部会が公的年金制度の財政状況を年金財政の観点から制度横断的に比較・分析したもので、厚生年金・国民年金（国民年金勘定）の「積立金より受入」及び基礎年金勘定の  

「前年度剰余金受入」を除いて算出した単年度の収支状況を示している。  
公的年金制度は積立金を活用する有限均衡方式で財政運営を行っており、厚生年金・国民年金（国民年金勘定）の事業運営では、必要がある年度については、あらかじめ「積立金より受入」を予算計上し  

て財源を確保し、当年度の給付等の支出を支随なく行うようにしているため、本衷の単年度収支残は、事業運営の結果を示す決算の収支残とは異なるものである。  
（注2）厚生年金・国民年金の簿価ペースの運用収入は、年金積立金管理運用独立行政法人納付金を加えたものを計上している。  
（注3）厚生年金・国民年金の時価ベースは、旧年金福祉事業団から承継した資産に係る損益を含めて、年金積立金管理運用独立行政法人における市場運用分の運用実績を時価ペースで評価したものである。  

なお、承題資産に係る禎益の厚生年金・区民年金への按分は、厚生年金・国民年金のそれぞれの積立金の元本平均残高の比率により行っている。また、国共済、地共済、私学共済の時価ベースの  
運用収入は、正味運用収入（運用収入から有価証券売却禎等の費用を減じた収益額）に年度末積立金の評価損益の増減分を加算して推計しており、時価ベースの収入総額、運用収入、収支残は参考値である  

（注4）基礎年金拠出金収入、国民年金勘定の基礎年金拠出金には、特別国庫負担額を含めた基礎年金勘定への繰入額を計上している。  
（注5）基礎年金勘定の収入のその他には、前年度剰余金受入（14．142億円）を除いた額を計上している。また、厚生年金・国民年金の収入のその他には、旧年金資金運用基金の解散に伴い、年金住宅融資回収金等  

が年金特別会計に承継されたことによる収入（厚生年金4．282億円、国民年金239億円）が含まれている。  
（注6）基礎年金勘定の積立金は、基礎年金制度が導入された昭和61年度より、国民年金法に基づく基礎年金等の給付財源として、国民年金勘定の積立金の一部をこの勘定の積立金としたものである。  

（注7）厚生年金の収支状況は、厚生年金基金が代行している部分を含まない。  
（注8）公的年金制度全体では、公的年金制度全体としての財政収支状況をとらえるため、公的年金制度内でのやりとり（①～④）について収入・支出両面から除いている。  

※「単年度収支状況 一平成17年度－」に準じて作成した。   



○ 被保険者数の推移  

年度末  
被用者年金  

国共済  地共済  私学共済   制度計            公 制度全体   
旧農林年金  

国民年金  

第1号l第3号   
平成   千人  千人  千人   千人  千人  千人  千人   千人   千人  千人   

7■        1，125  3，339  40q  38，648  69，952  19，104 12，201   
8        1，124  3－，336  401  38，824  70，195  19，356 12，015   
9   33，468  1，122  3，326  401  38，807  70，344  19，589 11，949   
10   32，957  1，111  3，306  403  38，258  70，502  20，426 11，818   

32，481  1，106  3，288  404  37，755  70，616  21，175 11，686   
12   32，192  1，119  3，239  406  37，423  70，491  21，537 11，531   
13   31，576  1，110  3，207  408  36，760  7P，168  22，074 11，334   
14   32，144  1，102  3，181   429  36，856  70，460  22，368 11，236   
15   32，121  1，091 3，151   434  36，798  70，292  22，400 11，094   
16   32，491  1，086  3，111   442  37，130  70，293  22，170 10，993   
17   33，022  1，082  3，069  448  37，621  70，447  21，903 10，922   
18   33，794  1，076  3，035  458  38，363  70，383  21，230 10，789   

注1国民年金の第1号被保険者数には任意加入被保険者を含む。  

注2 厚生年金の平成8年度以前は旧三共済を含まず、平成13年度以前は旧農林年金を含まない。  
注3 厚生年金の対前年度増減率の《》内は、平成9年度については平成8年度に旧三共済分を含めた場合の率、平成14  

年度については平成13年度に旧農林年金分を含めた場合の率である。  
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○ 受給権者数の推移  

年度末  
国民年金  

地共済  私学共済   新法基礎年金と  
国共済  

旧法国民年金  

平成   千人   千人   千人   千人  千人  千人  千人   
7   1－4，448  778  1，747  173．5  15，152   
8   15，239  794  1，793  184．6  16，010   
9   16，813  810  1，848  193．5  16，987   
10   17，6  79  白23   1，898   202．5  17，871   

18，571  835  1，942  212．7  18，795   
12   19，529  862  1，984  223．8  19，737   
13   20，559  883  2，049  235．3  20，669   
14   21，980  906  2，109  245．9  21，653   
15   23，148  933  2，174  258．2  22，544   
16   24，233  962  2，240  271．0  23，431   
17   25，110  984  2，289  280．8  24，393   
18   26，155  1，009  2，345  293，4  25，420   

対前年度増減率（％）  

注1厚生年金の平成8年度以前は旧三共済を含まず、平成13年度以前は旧農林年金を含まない。  
注2 厚生年金の対前年度増減率の《》内は、平成9年度については平成8年度に旧三共済分を含めた場合  

の率、平成14年度については平成13年度に旧農林年金分を含めた場合の率である。  
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01人当たり標準報酬簸（総報酬ベース・月額）一平成柑年度－  

注1 「総報酬ベース」の数値であり、標準報酬総額 〈総  

報酬ベース〉 の年度間平均（被保険者一人当たり月  
額）である。  

注2 厚生年金の男性は第一種被保険者、女性は第二種被  
保険者についての数値である。  

○ 老齢・退年相当の老齢・退職年金の平均年金月額 一平成18年度末－  

区分   
国民年金  

厚生年金  国共済  地共済  私学共済   新法基礎年金と  
旧法国民年金   

平均年金月額  円  円  円  円  円  

（老齢基礎年金分を含む）  
計  162，772  207，965  220，875  206，467     53，202   

男性   188，074  213，634  233，223  228，877     58，490   

女性   107，257 178，949 195，075 171，785     49，252   

女（男＝100）   57．0  83．8  83．6  75．1  84．2   

平均加入期間   月  月  月  月  月   

計   382  421  416  381  329   

男性   423  425  431  392  

女性   292  403  385  361   

繰上・繰下等除く平均年金月額注1  円  円  円  円  

（老齢基礎年金分を含む）  

計  167，976  221，013  228，570  214，643     57，843  5．8万円   

注1 0繰上げ・繰下げ支給を選択し、年金額が本来の年金額よりも減額又は増額されている者を除く  
○特別支給の老齢・退職年金について、報酬比例部分の支給開始年齢60歳に達しているものの  

定額部分の支給開始年齢には到達していない者を除く。  
○ただし、国民年金については、減額支給されたものを除いた平均年金月額セある。  

注2  繰上げ・繰下げ支給分を除いた老齢基礎年金の平均年金月額である。  
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○ 年金扶養比率の推移  

厚生年金  国共済  地共済  私学共済  年度末  国民年金  

4．98  1．99  2．64  

4．76  1．97  2．59  

4．28  1．95  2．52  

4．01  1．92  2．45  

3．79  1．91  2．40  

8．15  4．15  

7．47  4．00  

7．06  3．83  

6．70  3．69  

6．36  3．57  

5．98  3．43  

5．65  3．29  

5．60  3，16  

5．34  3．05  

5．14  2．96  

5．02  2．87  

4．88  2．77  

8
9
1
0
1
1
1
2
1
3
1
4
1
5
1
6
1
7
1
8
 
 

3、57  

3．33  

3．17  

3．00  

2．91  

2．87  

2．82  

1．89  2．32  

1．85  2．24  

1．81  2．16  

1．76  2．09  

1．73  2．00  

1．71  1．95  

1．68  1．89  

注 国民年金については、分子を第1～3号被保険者数、分母を  
老齢基礎年金等受給権者数として算出した。  

○ 総合費用率の推移  

国共済  厚生年金   私学共済  地共済  

％  ％  
〈13．7〉  く18．7〉  

く14．6〉  く19．2〉  

く15．1〉  く19．1〉  

く16．3〉  く19．5〉  

く17．0）  く20．3〉  

く17．9〉  く20．9〉  

く18．8〉  〈21．5〉  

く19，8〉  く22．1〉  

％  ％  
く13．2〉  く10．8〉  

く13．1〉  く11．2〉  

く13．5〉  く11．8〉  

く14．5〉  く12．5〉  

〈15．4〉  く13．1〉  

〈16．1〉  く13．8〉  

く16．7〉  く14．3〉  

く17．5〉  く14．2〉  

17．3  17．4  

く20．7〉  く23．3〉  

17．8  17．1  

く21．3〉  く23．0〉  

17．8  16．7  

く21．3〉  〈22．4〉  

17．8  17．6  

〈21．3〉  く23．5〉  

14．4  11．3  

く19．1〉  〈15．2〉  

15．4  11．5  

く20．6〉  く15．5〉  

16．2  11．8  

く21．6〉  く15．7〉  

16．8  12．0  

く22．4〉  く16．0〉  

注1く〉は標準報酬月額ベースである。  

注2 厚生年金は決算ベースであり、厚生年金基金による代  

行分を含まない。  
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○ 独自給付費用率の推移  

国共済  地共済  私学共済  

％  ％  
く9．9〉  〈15．2〉  

く10．6〉  く15．6〉  

〈11．1〉  〈15．5〉  

〈12．0〉  く15．5〉  

く12．2〉  〈16．2〉  

〈13．0〉  く16．6〉  

く13．7〉  く17．1〉  

く14．4〉  く17．5〉  

％  ％  
く10．3〉  く7．5〉  

〈10．1〉  く7．8〉  

く10．4〉  〈8．4〉  

く11．3〉  く8．9〉  

〈11．9〉  〈9．3〉  

く12．5〉  く9．7〉  

く13．0〉  く10．1〉  

く13．7〉  〈10．1〉  

12．6  13．7  

く15．1〉  く18．4〉  

12．9  13．2  

く15．4〉  く17．7〉  

12．9  12．9  

く15．4〉  く17．2〉  

12．8  13．7  

〈15．3〉  く18．4〉  

11．3  8．0  

く15．0〉  く10．9〉  

12．1  8．0  

く16．2〉  く10．7〉  

13．0  8．2  

く17．3〉  く11．0〉  

13．5  8．5  

く18．0〉  く11．3〉  

注1く〉は標準報酬月額ベースである。  

注2 厚生年金は決算ベースであり、厚生年金基金による代  

行分を含まない。  
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○ 収支比率の推移  

国民年金  
（国民年金勘定）  

厚生年金  国共済  地共済  私学共済  
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72．4   

73．8   

80．5   

84．9   

91．0   

97．2  

［102．4］  

104．7  

［119．2］  

117．2  

［98．3］  

123．8  

［112．7］  
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6
 
7
 
7
 
 

［101．4］   

97，2  84．3  

［100．6］   

98．0  89．3  

［91．3］  ［70．2］   

98．3  93．5  

［96．9］  ［83．1］   

93．0  82．7  

［79．1］  ［57．9］   

95．6  80．0  

［96．4］  ［83．4］  

注1［］内の数値は、時価ベースである。  

注2 厚生年金は決算ベースであり、厚生年金基金による代行  

分を含まない。  

注3 国共済の時価ベースは、平成10年度82．0、11年度82．0、  

12年度95．5となっている。  
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○ 積立比率の推移  

国民年金  
（国民年金勘定）  

地共済  私学共済  厚生年金  国共済  

倍  倍  

6．3  7．4  

6．2  7．4  

6．1  7．6  

6．0  7．7  

6．2  7．6  

6．1  7．3  

5．9  7．3  

5．6  7．2  

［5．5］   ［7．3］  

5．5  7．0  

［5．2］   ［7．1］  

5．3  7．2  

［5．2］   ［7．3］  

5．2  7．4  

［5．2］   ［7．5］  

4．9  7．1  

［5．2］   ［7．4］  

倍  倍  

12．2  12．9  
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7
 
4
 
3
 
9
 
7
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3
 
2
 
2
 
2
 
1
 
1
 
1
 
 

1
 
 
1
 
 
1
 
 
1
 
 
1
 
 
1
 
 
1
 
 

O
 
1
 
2
 
3
 
4
 
 
 
 
5
 
 

1
 
 

1
 
 
1
 
 
1
 
 
1
 
 
1
 
 

4．9  

5．1  

5．2  

5．0  

4．9  

［4．8］  

4．8  

［4．6］  

4．7  

［4．6］  

4．3  

［4．3］  

3．8  

［4．0］  

11．4  10．7  

［11．2］  ［10．8］  

10．9  10．5  

［10．9］  ［10．6］  

10．5  10．3  

［10．7］  ［10．6］  

10．6  10．3  

［11．2］  ［10．8］  

注1［］内の数値は、時価ベースである。  

注2 厚生年金は決算ベースであり、厚生年金基金による代行  
分を含まない。  

注3 国共済の時価べ←スは、平成11年度7．7、12年度7．5、  
13年度7．4となっている。  
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一 社会保障審議会年金数理部会の報告（平成18年1月）より ～  

平成16年財政再計算に基づく公的年金制度の財政検証  

要  

第1章 公的年金の概要、財政再計算とその財政検証等  

（1） 財政再計算に基づく財政検証   

この報告書で行う平成16年財政再計算に基づく財政検証は、平成13年の閣議決定を  

受けて、被用者年金制度の安定性と公平性の確保に関して行うものであり、被用者年金  

制度を主とし、国民年金を含めた全公的年金を対象としている。  

第2章 平成16年財政再計算結果   

（1）被保険者数の見通し   

各制度とも被保険者数は2005年度から2100年度にかけて減少していく。平成16年財  

政再計算結果によると、厚生年金では3，230万人から2100年度の1，420，万人へ、国共済  

＋地共済では416万5千人から146万6千人へ、私学共済では44万2千人から20万2  

千人へ、国民年金第1号被保険者では2，190万人から890万人へ減少していく見通しで  

ある。   

（2）受給者数の見通し   

各制度とも受給者数（年金種別合計）は、当初増加し、2040年度前後（私学共済は2060  

年代半ば）をピークに減少に転じる見通しである。   

（3）保険料（率）の見通し   

平成16年財政再計算結果によると、国共済＋地共済、私学共済の最終保険料率は、厚  

生年金の18・3％を上回っている。国共済＋地共済で昼、2100年度の積立度合が1から4  

の4通りの試算が示されており、最終保険料率は18．8％から19．2％となっている。私学  

共済の最終保険料率は、毎年の引上げ幅が0．354％の場合は18．5％、0．231％の場合は  

＼ 20．7％となっている。また、国民年金の最終保険料は、16，900円（平成16年度価格）  
である。  

第3章 安定性の確保に関する検証   

3－1 検証の観点  

（1）検証の観点   

年金制度の安定性の確保に関しては、保険料水準固定方式の場合には、「給付水準が急  

激に引き下げられるおそれや、老後の基本的部分を支えられなくなるおそれのないこと」  

という観点から、給付先決め方式注の場合には、「保険料率が急激に引き上げられるおそ  

れや、負担が過大なものとなるおそれのないこと」という観点から検証する。   

注：給付が厚生年金の給付設計に準拠する形で先に決まり、財政の均衡を保つよう必要な保険料率が後  

から定まる方式  

1  

－63－   



3－2 給付水準と保険料率   

（2）給付水準   

厚生年金の標準的な年金の所得代替率は、今後緩やかに低下し、2023年度以降50．2％  

となる見込みである。厚生年金については、保険料水準固定方式の場合の観点に照らし、  

平成16年財政再計算の前提で推移していく場合には安定性が確保されているものと考  

える。   

（3）マクロ経済スライド   

マクロ経済スライドにより、最終的には給付が約15％抑制される見込みである。この  

給付の抑制効果は年金財政にとって大きなプラス要因であり、マクロ経済スライドは年  

金財政の安定性に大きく寄与しているものと考える。   

（4）保険料率   

共済年金の保険料率は、毎年0．354％注ずつ引き上げられ、最終保険料率は、国共済＋  

地共済が18．8％～19．2％、私学共済が18．5％になる見込みである。各共済年金について  

は、給付先決め方式の場合の観点に照らし、平成16年財政再計算の前提で推移していく  

場合には安定性は確保されているものと考える。  

注：国共済は、2009年9月に地共済と保険料率をそろえるまでの間、毎年0．129％の引上げ幅  

3－3 各財政指標による評価   

（5）年金扶養比率   

年金扶養比率は、各制度とも今後2050年度頃までにかけて次第に低下していく見込み  

であり、特に私学共済で非常に急速に低下（成熟化）していく。その後は安定して推移  

し、2100年度には、厚生年金1．66、国共済＋地共済1．20、私学共済2．45、基礎年金1．4  

となる。   

（6） 

総合費用率は、2100年度には、厚生年金20．4％、国共済＋地共済23．6％、私学共済  

24．0％になる見込みである。特に私学共済で急激なスピードで上昇していく。   

（7）収支比率   

2100年度の収支比率をみると、厚生年金（106．6％）と国民年金（106．2％）は比較的安定  

した水準であるが、国共済＋地共済（積立度合1で120．1％）と私学共済（123，9％）は支出  

の2割程度を積立金の取崩しにより賄っている状態である。  
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3－4 積立水準   

（8）積立比率  

積立比率は、2005年度には厚生年金が6．2、国民年金が4．6であるのに対し、国共済  

＋地共済が9．6（国共済7．5、地共済10．2）、私学共済が10．3と、共済年金でかなり高  

くなっている。各制度とも、2030～2035年度頃をピークに一貫して低下する見込みであ  

り、2100年度では、厚生年金1．3、国共済＋地共済1．4（積立度合1）、私学共済1．5、  

国民年金2．3となる。   

（9）積立金による保険料率の軽減効果   

積立金の運用収入分及び取崩し分を料率換算してみると、各制度ともかなり高い率と  

なっている。総合費用率と保険料率を比較することで、積立金による保険料率の軽減効  

果をみると、ピーク時では、厚生年金で4．5％、国共済＋地共済で6．4％、私学共済で  

9．9％の保険料率が軽減されている。 また、国民年金ではピーク時で約4，180円（平成  

16年度価格）の保険料が軽減されている。  

3－5 各制度の年金の財源と給付の内訳   

（10）給付現価   

各制度の給付現価は、厚生年金が1，710兆円、国共済＋地共済が301．5兆円、私学共  

済が26．7兆円、国民年金が280兆円である。国共済十地共済では、他制度と比べ過去期  
間に係る分の給付現価の割合が大きい。   

（11）財源の現価   

財仮の構成は、厚生年金で、保険料現価が7割、国庫負担現価が2割、積立金から得  

られる財源の現価が1割となっており、国共済＋地共済（積立度合1）では積立金から  

得られる財源の現価の割合が若干大きい。また、国民年金では国庫負担の現価が5割以  

上を占める。  

3－6 前提を変更した場合の影響   

（12）前提の変更   

財政再計算の前提を、少子化改善、少子化進行、経済変更1、経済変更2、 死亡率改  

善なし、拠出金単価のみ変更（共済年金のみ）のケースに変更して、財政見通しを作成し、  

基準ケース（財政再計算結果）と比較した。   

注：経済変更1は、平成21年度以降、運用利回り3．1％、賃金上昇率1．8％、物価上昇率1．0％  

経済変更2は、平成21年度以降、運用利回り3．3％、賃金上昇率2．5％、物価上昇率1．0％  
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（13）給付水準への影響   

2004年度を100とした所得代替率指数でみると、最終的には、少子化進行では78、経  

済変更1では83と、基準ケースの85より低くなっている。逆に、少子化改善では87、  

経済変更2では86、死亡率改善なしでは92と、基準ケースより高くなっている。  

《参考》前提を変更した場合の影響  

基準   少子化   少子化  経済変更  経済変更  死亡率   
拠出金  

ケース   改善   進行   2   改善なし   
単価のみ  

変更  

所得代替率指数（2004年度＝100）  

85   87   78   83   86   92   85  

（2023）   （2020）   （2031）   （2027）   （2023）   （2014）   （2023）   

最終保険料率   

厚生年金   18．3％   18．3％   18．3％   18．3％   18．3％   18．3％  

（2017）   （2017）   （2017）   （2017）   （2017）   （2017）   

国共済   18．8％   18．8％   18．8％   18．7％   19．0％   18．9％   19．0％   

＋地共済   （2020）   （2020）   （2020）   （2020）   （2020）   （2020）   （2020）   

私学共済   18．5％   18．0％   19．9％   18．3％   19．0％   17．8％   18．7％  

（2027）   （2026）   （2031）   （2027）   （2029）   （2025）   （2028）  

注：（）内は到達年度である。   

（14）保険料率への影響   

厚生年金では、保険料水準固定方式によって、いずれの場合も最終保険料率は18．3％  

である。   

国共済＋地共済では、マクロ経済スライドによって、最終保険料率は、少子化進行、  

少子化改善ともに基準ケースと由じく18．8％となっている。また、経済変更1の最終保  

険料率は18．7％と、基準ケースより低く、経済変更2は19．0％、死・亡率改善なしは18．9％、  

拠出金単価のみ変更は19．0％と、基準ケースより高くなっている。   

私学共済では、少子化進行は19．9％、経済変更2は19．0％、拠出金単価のみ変更は  

18．7％と、基準ケースの18．5％より高く、少子化改善は18．0％、経済変更1は18．3％、  

死亡率改善なしは17．8％と、基準ケースより低くなっている。  

（（13）の〈参考》を参照）  

3－7 制度改正各項目の影響  

（15）国庫・公経済負担割合の引上げの影響   

被用者年金各制度とも、基礎年金の国庫・公経済負担割合の引上げにより、最終保険  
料率は、厚生年金では3．1ポイント、国共済＋地共済では2．6ポイント、私学共済では  

3．3ポイント低下している。  

1V  
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（16）保険料水準固定方式の導入とスライド調整の影響   

保険料水準固定方式の導入（厚生年金・国民年金）とスライド調整により、厚生年金  
では最終保険料率が4．5ポイント低下した結果、給付水準が2割弱低下している。それ  

を受けた共済年金は、給付水準が2割弱低下した結果、最終保険料率が国共済＋地共済  

では6．1ポイント、私学共済では4．0ポイント低下している。   

（17）永久均衡方式から有限均衡方式に変更したことによる影響   

有限均衡方式への変更により、被用者年金各制度とも給付水準の低下が約3ポイント  

緩和された。さらに、最終保険料率の抑制も図られ、国共済＋地共済では0．8ポイント、  

私学共済では0．5ポイント低下している。  

第4章 公平性の確保に関する検証   

（1）検証の観点   

年金制度間の公平性の確保に関して、「基本的には、制度間で、過去の運営状況等を考  

慮した上で、同じ年金給付に対する保険料水準に差がないこと」という観点から検証す  

る。   

具体的には、各制度の給付を基礎年金拠出金分（1階部分）、厚生年金報酬比例相当部  

分（2階部分）、共済年金職域部分（3階部分）に分け、被用者年金の共通の給付である  

1階部分及び2階部分について保険料水準をみる。   

（2）保険料率の振り分け   

保険料率は一体として設定されており本来的には分けることはできないが、制度間の  

公平性を検証するために、以下の方法で平成16年財政再計算に基づく保険料率を機械的  

に振り分ける。  

《保険料率の振り分け方法》  

基礎年金拠出金相当保険料率分を1階部分の保険料率相当分として先取りし、  

残りの料率を当該年度の2階部分と3階部分の給付費で按分することにより、  

2階部分及び3階部分の保険料率相当分を算出  

（3） 2階部分の給付に係る保険料水準＼   

2階部分め保険料率相当分は、短期的には違いがみられるが、今後その違いは解消さ  

れていく見込みであり、長期的には各制度とも同程度の水準となる。  

《参考》 2階部分の保険料率相当分（機械的な粗い試算）  

2005年度  2050年度  2100年度  

厚生年金  9．3％  12．2％  12．6％  

国共済十地共済   10．2％（国共済）12．3％（積立度合1）12．5％（積立度合1）  

9．4％（地共済）  

私学共済  6．4％  12．2％  12．4％   
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（4）1階部分の給付に係る保険料水準  

1階部分の保険料率相当分（基礎年金拠出金相当保険料率）は、厚生年金と比べ共済  

年金で低くなっている。この差は、各制度が頭割りで基礎年金拠出金を拠出する一方で、  

この定額の拠出分を各制度により異なる標準報酬総額で料率に換算するために生じてい  

る。   

（5）職域部分を除く給付に係る保険料水準   

職域部分を除く保険料率相当分（1階部分と2階部分の保険料率相当分を合算したも  

の）をみると、2005年度では、厚生年金が14．3％、国共済が13．5％、地共済が12．7％、  

私学共済が9．9％、2100年度では、厚生年金が18．3％、国共済＋地共済16．5％（積立度  

合1）、私学共済16．5％となっており、被用者年金制度間で差がみられる。   

《参考》職域部分を除く保険料率相当分（機械的な粗い試算）  

2005年度  2050年度  2100年度  

厚生年金  14．3％  18．3％  18．3％  

国共済＋地共済   13．5％（国共済）16．5％（積立度合1）16．5％（積立度合1）  

12．7％（地共済）  

私学共済  9．9％  16．5％  16．5％  

（6）年金制度間の公平性  

（5）のような差を解消するためには、財政単位の拡大及び共通部分についての費用負  

担の平準化を図っていくことが必要となる。   

ただし、職域部分を除く保険料率相当分の現在の差については、，各制度の成熟の程度  

の違いや、制度が分立している中で各制度が独自の財政計画に基づき運営してきたこと  

等によって生じていることに、十分な注意を払う必要がある。   

長期的には、職域部分を除く保険料率相当分の差は、共済年金間ではほとんどなくな  

るが、厚生年金と共済年金の間では残る見通しである。この差は、1階部分の保険料率  

相当分の差によって生じているものであり∴2階部分の保険料率相当分についての差は  

ほとんどなくなる。   

以上のような制度間の職域部分を除く保険料率相当分の差は、被用者年金制度の財政  
単位の一元化を図るなどの方法を採らない限り、完全になくすことは困難である。  

第5章 将来見通しの推計方法の検証  

（1）基礎数、基礎率の種類   

基礎数、基礎率の使用状況をみると、同様の基礎数、基礎率が用いられているが、制  

度により、若干の違いが見られる。   

（2）基礎数の作成方法とそのデータ   

基礎数は、被保険者に係るもの、待期者に係るもの、受給権者に係るものに大別され  
るが、各制度とも利用し得る最も近い実績に基づき作成されており、妥当なものだとい  

える。  
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（3）基礎率の設定方法とその数値   

今回の再計算で用いられた基礎率は、おおむね実績に基づき作成され七おり、制度の  
特性に応じた差を除けば大きな差異はなく、妥当といえる。   

（4）将来見通しの計算過程（アルゴリズム）   

いずれの制度についても、前年度までの推計値（初期値として基礎数を投入する。）に  

基づき、当年度の推計値を順次推計している。   

今回の財政再計算では、制度によっては再加入をすべて新規加入とみなしたり、繰上  
げ支給がないものとした簡略化はあったものの、制度改正の内容は盛り込まれており、  

計算式についてもおおむね妥当といえる。  

第6章 年金財政の評価   

（1）将来の被保険者数の見通し   

被保険者数の見込みについては、全制度とも将来推計人口の中位推計を基としている  

が、その変動は財政や給付水準に大きな影饗を与えることを考えれば、今回使用された  

見通しがより確実に実現するようなあらゆる政策を検討、実施していくことが重要であ  

る。  

（2）年金財政の特性と動き   

年金数理的な観点からは、今回使用した基礎数、基礎率などがそのまま推移するとし  

て、今後5年ごとに有限均衡方式で将来見通しの作成や財政再計算が行われていくとす  

ると、給付水準や最終保険料率が見直されて今回計算した永久均衡方式での数値に近づ  

き、最終的には今回の永久均衡方式の下での結果よりも低い給付水準や高い最終保険料  

率になることが考えられる。   

（3）前提を変更した場合の試算の充実   

今後の財政見通しの作成や財政再計算の際には、今回行った試算も含め、さらに多く  

の試算を行い、財政の安定性についてより正確な理解ができるようにすべきである。例  

えば、経済前提であれば、変動の幅を広げたものや個々の要素単独での変更によるもの、  

また、死亡率については将来推計人口での見通しよりもさらに改善が進んだ場合の試算  

等が必要であろう。   

（4）前提の設定について   

将来の被保険者数などの設定の際には、就業率や失業率など、一般に広く知られてい  

る指標を使用するか、それとの関連性を説明するなどの必要がある。   

（5） さらに長期の推計について   

今回の将来見通しでは、推計期間の後半から最終段階まで積立金の水準が低下し続け  

る姿が提示されることとなり、将来の年金財政の安定性について疑義を感じる要因とな  

っている。 100年以上後の姿を表すのは困難なことではあるが、これらの問題に答え得  

るような推計方法、期間についての検討が必要である。  
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（6）確率的将来見通し   

前提の変更の一つの方法として、確率的将来見通し（StochasticProjection）がある。  

各基礎率について一定の確率分布をすると考え、その確率で実現するとした試算を数多  

く行うことにより、当該制度の財政状況の将来のあり得る可能性（確率）を計算するも  

のである。どの基礎率について、どのような分布を設定するか、複数の基礎率間の整合  
性をどうするかなどの問題があるが、ある程度の割切りをした上でも、この確率的将来  

見通しを作成していくことは、年金制度の安定性をより詳細に検討するために必要とな  

っていくと考えられ、各制度の担当者による検討が望まれる。   

（7）年金数理担当者の必要性   

各年金財政の特徴を熟知し、財政再計算で作成される見通しへの責任を明確にするた  
め卓こも、各制度に年金数理人など年金数理に深い見識を有する数理担当者を配置するな  

どの措置が必要と考えられる。  
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（参考1）厚生年金の財政見通し   

《参考事項》   最終保険料率  18．3％  

国庫負担の前提  平成21年度 2分の1完成  
スライド調整期間（終了年メ2023年度  
所得代替率l：終了年度時点：50．2％  

支   出  収支  
収          入  支出合喜  給付費  基礎年  差引残   

収入   会等熱出金  
交付金   拠出金   （‖う匿虞護持1   （総搾酬）  

担   穐）  

％  兆円  兆円  兆円  兆円  兆円  兆円  兆円  兆円  兆円  兆円  兆円  兆円  兆円  兆円   兆円  
2005  5．2  6．2  
2010  16．058  37．6  25，5  7．1  4．9   0．0  0，0  37．5  24．4  13．0  0．2  0．0  156．0  145．3  4．2  5．2  160．6   
荘5                          2015  17，828  44．0  30，8  8．l  5．1   0．0  0．0  4l．4  26．0  15．l  0．2  2．6  162．5  137．3  3，9  4．8  174．4   
2020  18，3  49．2  34．8  8．6  5．8  0＿0  0．0  43．3  26．6  16．5  0．2  5．9  186．3  141．8  4．2  5．Z  190．0   
ZO25  l臥3  5：1．7  二37．7  9．1  6．9  0．0  0．0  45．5  27．6  17．7  0．2  臥2  223．1  153，l  4．7  5．9  205．8   
2030  18．3  58．2  一10．0  9．9  8．3  0．0  0＿0  49．5  29．8  19．4  0．2  8．7  266．6  164．9  5．2  6．6  218．7   
2035  18．3  62．2  一11．6  11．1  9．5  0．0  0．0  55．3  33．l  22．0  0．3  6，9  306．1  170．6  5．4  6．8  227．3   
2040  18．3  66．2  ▲13．1  12．8  10．3  0，0  0．0  62．9  37．2  25．4  0．3  3．3  330．1  165．8  5．2  6．5  235．6   
2045  18．3   69．8  44．9  14．3  10．6  仇0  0，0  69＿3  40．4  28．6  0．3  0．5  338．0  153。1  4．9  6．2  245．3   
2050  18＿3  73，5  47，2  15．7  10，6  0．0  0，0  74．8  43．1  31．4  0．3  －1．3  335＿0  136．7  4．5  5，7  258，0   
2055  18．3  77．1  ！iO＿0  16．9  10．3  0，0  0．0  79．2  45．2  33．7  0．3  －2．l  325．6  119．8  4．1  5．3  273．l   
2060  18．3   80．6  三；2．8  17．8  9．9  0．0  0．0  82、9  47．0  35．5  0．3  －2．4  314．4  104．2  3．8  4．9  288．7   
20（〉5  18．3  83．8  Ei5、6  18．7  9．5  0，0  0．0  86．7  49．0  37．4  0．3  －2．9  30l．2  90．0  3．5  4，5  303．8   
2070  18，3  87．0  ∈i8．4  19．6  9、0  0．0  0．0  90．8  51．l  39．3  0．4  －3．7  284，4  76．6  3．2  4，1  319．l   
ZO75  18．3   90．4  61．4  20．6  8＿4  0．0  0．0  95．0  53．4  41．2  0．4  4．6  263＿2  63．う  2．8  3．6  335．7   
2080  l臥3  94，2  65．0  21＿7  7，6  0．0  0＿0  99．6  55．9  43．4  0．4  －5．4  237，9  52．1  2．4  3＿1  355．l   
2085  18．3   98，6  69，1  22．8  6．7  0．0  0．0  104，6  58．5  45，7  0．4  －6．0  20g．1  41．2  2．l  2．6  377．8   
2090  18，3  103．6  73．9  24＿0  5．7  0．0  0．0  109，8  61，3  48．0  0．5  －6．2  178、4  31．7  l．7  2．2  403．6   
2095  18．3  109．1  79．l  25，3  4．7  0．0  0．0  115．4  64．4  50，5  0，5  －6．3  147、0  23．5  1．3  1．7  432．0   
2100  18．3  l15．l  84．8  26．6  3．7  0．0  0．0  121．5  67、7  53．3  0．5  －6．4  115．1  16．6  l．0  1．3  463．2   

（注1）長期的な（平成21（2009）年度～）経済前提は次のとおり。  
賃金上昇率  ：し1％  

物価上昇率  1．0％  

連用利回り  ○；．2％  

可処分所得上昇率  2－1％（ただし、平成Z9（2017）年度までは1．9％）   

（注2）「積立度合j とは、前年度末積立金の当年度の支出合計に対する倍率である。   

く注3）「16年度価格j とは、賃金上昇率により、平成16（2004）年度の価格に換算したものである。   

（注4）厚生年金基金の代行部分を含む、厚生年金全体の財政見通しである。   

（注5）収入・支出間で相殺される基礎年金交付金については、収入・支出両面から控除して財政見通しを作成している。  

（参考2）国共済＋地共済の財政見通し（積立度合1）  

（く参考事項》   最終保険料率  l＆8 ％  
国庫負担の前提  平成21年度 2分の1完成  
スライド調整期間（終了年度  2023年度  

年度  収  入  収支  

（西暦）  保険料率  差引残  
収入   

負担  交付金   拠出金   （ユ6年女優樽）   （総報酬）  

％  他円  博円  僚円   條円  億円   億円  億円  億円   億円   健円   憶円  
2005  

13．738  76．249  41．346  5．477   16．954  7，383   5．088  0  

2010  15．508  90，545  48．408  8．779   14．30l      3，659  0  
ZO15  17．278  95．0（；7  55，502  9  ．644  11．15l      2．386  0  

2020  18．8  100，306  63．045  10．064   8．009      1．405  0  

ZO25  18．8  102，961  66，654  10．603   5．251      754  Q  

2030  18．8  107，889  70．朗6      3．076      366  0  

2035  18．8  l13．28l  74，300      l．550      157  0  

2040  18．8  118．526  77．4（〕3      679      60  0  6  

2045  18＿8  123，475  80．46l      279      20  0  0  

2050  18．8  128．064  83．447      123  6  0  0  

2055  18．8  132，669  87，008      47  0  0  

2060  18．8  137．120  90．654  8  Q  0  0  

2（略5  18．8  14l．473  94．460  O 25.1499 0  0  0  

2070  l臥8  146．00l  99，067  0  0  0  0  

2075  18．8  151，489  105．288  0  0  0  0  

2080  18．8  157，098  112－060  0  0  0  0  

2085  18．8  162．280  l18．54Z  0  0  0  0  

2090  18．8  167，302  125，163  0  14．789  0  0  0  

2095  18．8  172．23l  132．17（i  0  ll．43l  0  0  0  

2100  18．8  177，889  140，526  30  157   0  7．206  0  0   Q  

（注） 2005年度の保険料率は、上が国共済、下が地共済の値である。  
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（参考3）私学共済の財政見通し（掛金率の引上げ幅0．354％）   

《参考事項》  最終掛金率  18．5％  
国庫負担の前提  平成21年度 2分の1完成  
スライド調整期間（終了年度  2023年度  
所得代替率（終了年度時点）  48．7％  

年度  収  入  支  出  収支  

（西暦）  掛金率  支出合計  給付費  基礎年金  差引残   

収入  拠出金   l沌年よ■樽）  （締  

穐）   ペ＿－   

億円  傍円   億円  億円  億円  億円  億円   億円   億円  
518  3，818  32．263   8．4   
834  4458   34  

2015  l   

2020   D   

2025  17．894  9．390     ロ  ．048  2，096  12  ロ  
2030  4  0  

2035   2  8   

3  0  2，344  
3  0  0  0  

4  0  36   0  

4  0  14．618   0  

4  0  0  0  

3  0  16．879  12．370  4，509  0  0  

3  0  0  0  

3  0  0  0  

2  0  0  0  

2  0  20，805  14．883  5，922  0  

2  0  22．004  0  

ロ  0  0  0  

3  0  24，799  17．533  7，267  0   

（参考4）国民年金の財政見通し   

《参考事項》   最終保険料（平成16年度価格） 16．900円  
国庫負担の前提  平成21年度 2分の1完成  
スライド調整期間（終了年度） 2023年度  
所得代替率（終了年度時点）  50．2％  

年度  収  入  支  出  収支  

（西暦）  保険料  差引残   
（16年オ■  

趨）  収入   交付金   拠出金   （1＄年女ず穐）   負担   
円  兆円  

2，1  1．7  4＿2  0．l   4．0   0．1   
2. 6 27   

5   0．l  
2015  

4．9  0．l  0．5  
3．0  3．1  0．2 03   5．9  0．1  

2020  
5．7  0．1  0＿7  

3．4  3．4   0．6   6．4  
2025      8．1   

0，l  6．3  0．1  0．9   
3．7   3．7   0．7  7．0   0．1   

2030  
6．8   0．1   23．2  15 9  3 2  6 9  

4．0  4，2  0．9  8．0  
2035  

0．l  7．8  0．1  1．2  
4．2  4．9  1，1  9．2  

2040  
0．l  9．0  0．1  1．0  

4．3  5．7  l．2  10．6  
2045  

0．1  0．l  0．6  
4．5  6．4  l．3  ll．8  

2050  
0．1  0．l  0．3  

4．7  7．1  l．3  13．0  
2055  

0．0  0．1  0．1  
5．0  7．6  1．3  14．0  

2060  
0．0  0．1  0．0  

5．3  8．1  l．3  14，8  
2065  

0．0  0．1        －0．1   
5（i  86  13  15．6  

2070  
0．0  0．1  

5．8  9．0  l．3  16．5  
2075  

0．0  0．1  
6．2  9．5  1．2  17．3  

2080  
0．0  0．1  

6．5  
9．2  

1．1  18．Z  
2085  

0．0  0－2  
7．0  

7．7  
1．0  19．2  

2090  
0．0  0．2  

7．5  
6．4  

0．9  20．2  0．0  
2095  

0．2  
8，0  

5．2  
0．8  21．3  

2100   
0．0  0．2  

0．7  
4．1  

8．6  3．1   

（注1）長期的な（平成21（2009）年度～）経済前程は次のとおり。  
賃金上昇率  2．1t  

物価上昇率  l．0～  

運用利回り  3．21  

可処分所得上昇率  2，は（ただし、平成29（2017）年度までは1，9％）  

（注2）「手■立度合jとは、前年度末積立金の当年度の支出合計に対する倍率である。  

（注3）「16年度価軌とは、貸金上昇率により、平成16（2004）年度の価格に換算したものである。ただし、（）内は名目額である。  

（注4）収入・支出間で相殺される基礎年金交付金については、収入・支出両面から控除して財政見牒しを作成している。  

（注5）「基礎年金拠出金」は基礎年金給付に係る特別国庫負担分を含む。  
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○ アメリカの公的年金  

【制度の概要】  

OASDIO）抽e．SurvivorsaTdDisabilitylnsuraT℃e）   

対象者   被用者及び年収400ドル（約4．3万円）以上の自営業者（年金額算  

定の根拠となる保険料記録は、年1，000ドル（約10．7万円）以  

上の収入について子討）れる。）   

保険料率   労6．2％、使6．2％   

（社会保障税率）   自営業者12．4％   

最低加入期間   亜加入四半期（10年）   

支給開始年齢（2（X裕年）  65歳8ケ月（2027年までに67歳に引上l罰   

年金額の改定   賃金上昇率を反映して年金桓が裁定され（62歳までの分）、支給  

開始後は生活費（物価）上昇率（m）により改定   

国庫負担   なし   

平均年金月綾（2005年）  単身：1，002ドル（約10．7万円）  

夫婦：1，505ドル（約16．1万円）  

※1ドル＝107円で計算（2005年）   

【概念図】  

被用者、自営業者  

出典：第2匝Ⅰ社会保障審議会年金部会経済前提専門委員会資料より抜粋  
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○ カナダの公的年金  

制度   カナダ年金制虔  

（0暮dÅgeSeeur廟）   （CanadaPensionPlan）   

18歳以上了0歳未満の看であって、年級  

対象者   全居住者  3．500ドル（約360，500円）以上の所得  

のあるもの   

保険料率   0被用者：9．9％  
（本人：4．95％、華美主：4．95％）  

（税方式）  0自営業者：9．9％  

※賦課対象限度額は42，100ドル（約  
4．243，6（カ円）   

支給開始年齢   65歳   65患   

最低加入期間  18歳到達後10年居住  なし   

（カナダ国外で給付を受ける場合は却年居住）  

裁定時は平均賃金による再評価（退職し  

年金額の改定   物価スライド  た年から過去5年間の平均賃金）、   

裁定後は物価スライド   

497．83ドル（約51，276円、朝年居住）  拠出期間中  、、‾課対象所得の平均  
年金月艶  

（年間阻511ドル（約6，5引，蹴氾円）を超える  月額（過去分I瑠在価値に換算）の25％  
（満額）  

収入につき超過部分の15％相当額を減甑）   上限額：863．75ドル（約8乳966円）   

平均年金月額   
466．88ドル（約祖556円）   473．09ドル（約4丁．782円）  

（2007年3月）   （2㈱年10月）   

出典：第2回社会保障審議会年金部会経済前提専門委員会資料より抜粋  
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年 金 制 度 の 国 際 比 較  

（平成18年11月）   

空木  アメリカ   イギリス   ドイツ   フランス   スウェーデン   

2階建て  1階建て  2惰建て  1階建て  1幡圭て  1牌圭て   

制度体系  

厚生年金願誓 1国民年金叫l  ⊆OJ皿Ⅰ∃  葦莞豪産馨  壷重要  

対象者   全 国 民   
一 般 被 用 者   一定所得以上の   一般 被用 者   一般被用者   一定所得以上の  

自 営 業 者 等   一 般 国 民   自営業者（任意加入） 等   自営業者等   一 般国 民   

（一般紙用者）   （－一般被吊者）   （一柳者）   
17．21％  

保険料率  14．642％  12．4％  23．8％  19．5％  16．65％   本 人：7．0 ％   

C006年〉   堤000，9～、労使折半）   ㈹斤半）   本 人：11．0％   e剤吏折半）   本 人：6．75％   事業主：10．21％  
※第1棚ま定額  

事業主：12．8％  
※その他糊斗1．7％が  

∝咲．4－、月あたリ13．8∂〕円）  事菓主：9．9％  事業主にかかる（老齢年金とは別制  
廣）。   

支給開始年齢   
国民年金（基礎年金巨65歳   

65．5歳  
男子：65歳   

原生年金・60歳  女子：60歳  65歳   60歳   
65歳   

e∞5年）   ※男苛ま節25年までに女苛ま謝  （求61故以降本人椚過凡ただし、  

年までに防放こ弓L上げ   ※女苛ま0020年までに岱歳に弓止げ  儲正年金の支給開始萌摘ま防胤   

基礎年金鰍寸費の1／3  給付費の約26％  
一般財源より給付費の約7％  

国手負担  
※2∞9年産ま¶こ1／2に引上げ   

なし   原則なし  
∝朗年）  

一舟鋭土会拠出金等より  保是正年金部分   

給付費の約18％（1997年）  

＜参考＞旺00レポートによる   

所得代替率  59．1％   
（所得は税控除後のもの）  

51．0％   47．6％   71．8％   68．8％   68．2％   

資料出所・S∞ialS弧JriむPr町mmrm如班加地rld：む「（p獣2∝裕／me血℃ric8S：2（溌  
・Tb札rt血l［fom8tトmSyst研＝¶1b封a Prot∝tim  
・爛研j会償陣①イギリス、⑥ドイツ⑤スウェーデン⑥フランス⑦アメリカ喋棚会）  
■P郎i耶ata引訂℃82（X方（旺00）ほか   



アメリカの年金制度の概要  

＜制度体系＞  

イギリスの年金制度の概要  

＜制度体系＞  

職域年金  
そ一－－－－－－－……・－……・－…・・－・…・・・・……－・・・…－＞   
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ドイツ年金制度の概要  

＜制度体系＞  

鮭用音  

※この他∴製鉄従業者を対象とした製鉄従業者付加楳擦沌ある。  

フランス年金制度の概要  

＜老齢保険の制度体系＞  

義欄間k血血走血中壷あ囲n薗抜i＆血dあd』血追撫）  
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スウェーデンの年金制度の概要  
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